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第 1章 はじめに 

 

 本調査は新潟市からの事業委託によるものであり、新潟市の産学官連携事業である

NIIGATA SKY PROJECT の取り組みのうち無人飛行機システム（以下、UAS）の開発を補

完するものとして実施された。NIIGATA SKY PROJECT では有人飛行機の一部に置き替

わる新たな航空機産業として UASの開発支援を行っており、その UASの特徴は積載能

力を有するものであり、用途として、貨物輸送 UAS（カーゴ UAS）を提案している。本

調査では、カーゴ UASの実現に向けて、多方面からの調査アプローチを実施するもの

であり、様々なタイプの無人飛行機動向等にも関与が及ぶことから各章の無人飛行機

の名称については、章ごとに異なる。 

新潟市の NIIGATA SKY PROJECT は、新潟県内に既に有力な部品企業が立地している

航空機産業について、そのさらに強固な基盤が築かれることを支援するプロジェクト

で、戦略的拠点形成を中心に、必要な開発支援、人材育成を図る。航空機産業は旅客

等の運搬、測量をはじめとする広範なビジネス領域を持つのみでなく、飛行機の製造・

整備そのものが広い裾野を持つ産業で、同じく裾野の広い自動車産業と比較しても部

品点数は 100倍といわれる。また材料分野、高度の操縦技術システムの制御アプリケ

ーション分野をはじめ、先進的科学成果を導入しており、将来的にも発展が期待され

る。 

飛行機は大型、中型の旅客機・貨物機、小型のビジネス機、無線操縦のヘリコプタ

ー、種々の自動操縦無人飛行機など、その範囲が広い。この中で、大型ないし小型の

旅客・貨物機については莫大な開発費を要し、また、その部品は多岐にわたる先端技

術の開発に依存し、多角的な開発努力が必要である。これらについて、戦略的拠点形

成等の支援が行われている。一方、これよりも小型の飛行機分野では無線操縦のヘリ

コプター等が、例えば農業分野での農薬散布、防災分野などで活用されている。一方

で、近年に至って自動操縦無人飛行機、特に回転翼の無人飛行機（マルチコプター）

に注目が集まっており、空撮・測量分野、物流分野、農業・防災・環境分野等で活用

が期待されている。このうちで、NIIGATA SKY PROJECT においては物流分野、すなわ

ちカーゴ UAS の研究開発に関心が寄せられている。これらの無人飛行機についても、

離着陸・管制誘導技術、動力供給等を始め、多くの技術課題がある。産業支援ととも

に、地域の技術力蓄積についても考慮すると、これらの技術課題について種々のレベ

ルで挑戦する努力も必要と考えられる。また、これらの技術の中には航空機産業で共

通に応用可能なもの、将来の航空産業全体の中での新潟地域の位置取りの検討の中で

活用可能なものが存在することが期待される。 

 これらを踏まえて、新潟市の委託を受けて、貨物輸送型無人飛行機についての開

発動向の調査、将来のマーケット予測、スカイプロジェクトを踏まえた市民公開講

座（序文の末尾を参照）、人材育成構想等について調査を行った。ここに支援をい

ただいた新潟市に感謝したい。 
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 調査の内容の概略は次の通りであるが、詳細は第 2 章から第 10 章を参照していた

だきたい。特に NIIGATA SKY PROJECT での UAS開発については第 10章を参照いただ

きたい。 

 NIIGATA SKY PROJECT が開発支援するカーゴ UAS は、航続距離片道 100km 以上、巡

航速度 100km/h、積載能力（総重量から自重を引いた値：ペイロード）100kg を目標

とする。この性能の無人機による物流モデルは佐渡市との物流を念頭に置いたもので

ある。しかし、現在この能力を持つ UASは存在しないので、ここではまず、実証物流

モデルとして粟島と本土との間（約 30km）の物流について、現在の性能を持つ UASに

ついてシミュレーションし、それを踏まえて必要な対策について検討した。このシミ

ュレーション結果を出発点とし、本編の各章では、より広い視野で調査を行った。 

 出発点としての検討結果は次のとおりである。すなわち、現状では回転翼を持つ無

人飛行機（マルチコプター）は貨物輸送の観点からは、次の技術的課題を持つ。 

（１）航続距離：回転翼無人機（マルチコプター）の航続時間は 10-30分であり、こ

れが１つの限界となっている。この航続時間は搭載する電池の容量に依存して

決まる。このため、電池交換ないしは充電のシステムについての検討が必要で

ある。次に、自律制御システム研究所 MS-06LA（量産仕様）を例にすると、最

大飛行速度は 10m/s（単純計算で 36km/h）であり、最大積載量は 6kg（離陸総

重量 9kg：自重 3kg、推奨ペイロード 3kg）である。この性能では航続時間を 30

分と考えても、18km の片道航続距離であり、粟島には到達できない。一方、

NIIGATA SKY PROJECTで想定する UAS、あるいは回転翼と固定翼を併用する垂

直離着陸 UAS(VTOL 型)の仕様は飛行時間 100／90 分、最大飛行速度 100／

150km/h、ペイロード 100／10kg であり、これが実現されれば、粟島往復が十

分に可能である。 

（２）耐風能力：一般的には、無人飛行機は、ほとんど無風状態での使用が想定され

ている。なお、固定翼を併せて持つ垂直離着陸 UAS（VTOL型）の仕様ではヘリ

モードで最大 14m/s、飛行機モードで最大 20m/sである。 

（３）動力供給：長距離／長時間飛行のためには電池容量が不足するため、電池交換

あるいは充電が必要となる。機種によりガソリンエンジンないしジェットエン

ジンを使用することも考慮の対象である。回転翼無人機については操作性から

は電池が望ましいとされる。これらを踏まえて動力供給についての課題の検討

が必要である。 

（４）誘導・離着陸：誘導方法も開発の途上にあり、技術的に検討の余地が大きい。

GNSSによる誘導が行われるが、精度を上げるためには、複数の GPS衛星や他の

衛星システムの併用が必要となり、地形や天候による感度の悪化にも対応が必

要となる。GNSS（汎地球測位航法衛星システム）の精度を高くするためには初

期コスト、運用コストがともに高くなるため、コストパフォーマンスの検討が

必要となる。もっとも問題なのは目視距離外での着陸制御である。粟島は天気

の良い日には本土海岸から、機体の目視が可能であるが、着陸制御のためには、
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映像を用いたフィードバック制御や着地用のマーカーの利用など、多様な制御

が実用上、必要となると考えられる。初期コストはその分高くなるが、着地地

点との交信を含めて着陸制御に不可欠であろう。なお、室内での飛行では GNSS

は使えないので、独自の空間座標の設定が必要となる。なお、発展途上の技術

のために、今後の継続的な調査研究が必要であろう。 

 

これらの課題を踏まえて、より広い視野で貨物輸送型の無人飛行機を中心とした調

査を行った。 

１． 自動操縦、無人飛行機の開発動向について調査した（第２章、第３章）。NIIGATA 

SKY PROJECTとの関わりについては第 10章に述べた。 

２． 貨物輸送用無人機の市場予測を行った（第４章）。 

３． 電池改良、ならびに、充電方法の改良について調査を行った。電池の充電ない

し交換のためには、無人機が充電基地に着陸するか、あるいは空中で停止中に

充電するシステムの開発が必要であり、これらのための着陸支援システムにつ

いても調査した（第５章、第 7 章）。 

４． 回転翼無人機の限界に挑戦するため、固定翼を持つ無人飛行機に期待が寄せ

られているが、本報告書ではその他の選択肢として飛行船を併用した連携シス

テムの可能性について調査した。飛行船は母船、充電基地としての役割を持た

せることも可能である（第６章、第７章）。 

５． NIIGATA SKY PROJECT を踏まえた市民公開講座を行った（下記参照）。 

６． 関連事案について特許出現状況の調査を行った（第８章）。 

７． 大学における、航空産業等を念頭に置いた人材育成体制について検討を行っ

た（第９章）。 

  

本事業で実施した市民公開講座２件は、次のとおりである。 

１.講演 「無人探査機を導く－スイングバイ、軌道投入、着陸」 

講師 小笠原雅弘氏（NEC航空宇宙システム） 

日時 2015年 12 月 24日 

場所 新潟大学ときめいと会議室 

本講演では、「はやぶさ」の着陸、「はやぶさ２」のスイングバイ、「あかつ

き」の金星軌道への再突入をキーワードとして、日本の衛星打ち上げについて

紹介がなされた。はやぶさの着陸に至る複数の制御方式の切り替え、スイング

バイの正確な説明、あかつきの軌道投入など興味深い話題を分かりやすく解説

した。 

 

２．講演「宇宙へのいざない－夢を力に」および 

公開討論会「新潟から宇宙へ！新潟の航空宇宙産業への期待」 

講師 小笠原雅弘氏（NEC航空宇宙システム） 
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日時 2016年 2 月 19日 

場所 新潟大学総合教育研究棟 B355 

  

 

高橋均産学地域連携推進機構長の開会のあいさつの後、小笠原先生から、大学生、

高校生、留学生、社会人を対象に、日本の宇宙事業の歴史と今後の展望について紹介

がなされた。また、小笠原先生が小惑星に関心を持つようになったきっかけ、プロジ

ェクトチームを運営する際の心得等について、会場の参加者との間で活発な意見交換

が行われた。 

公開討論会では、産学地域連携推進機構の嶽岡悦雄特命教授から「新潟から宇宙

へ！新潟の航空宇宙産業への期待」というテーマで新潟の航空宇宙産業の現状につい

て紹介がなされた。最後に、新潟市経済部企業立地課航空産業立地推進室 宮崎博人

室長から総括していただき、門脇が閉会のあいさつで、今後の新潟大学の SKY PROJECT

と COC+事業の取り組みについて紹介した。参加者は 75名であった。 

 

                平成 28 年３月 

新潟大学副学長（社会連携・情報化推進担当） 

産学地域連携推進機構副機構長 

門脇 基二 

 

註 1：無人飛行機の英語の略称としては UAS（Unmanned Aircraft System）あるい

は UAV（Unmanned Aerial Vehicles）が用いられるが、固定翼を持つもの、回転翼を複数

持つもの等がある。なお単一の主回転翼（シングルローター）を持つ飛行機はヘリコ

プターと呼ぶのに対して、回転翼を複数持つ無人飛行機をマルチコプターと呼ぶ。本

報告書では無人飛行機については UASという語を用い、回転翼無人飛行機という語を

ほぼマルチコプターと同義に用いるが、多くの用途についての記述を含むため、冒頭

で述べた通り、各章で異なる用語を用いる場合がある。なお、ドローンという語は広

い意味で用いられ、日本ではマルチコプターを指す場合が多いが、元来は広義に固定

翼の無人飛行機を含む語であるので、本報告書では原則として用いない。 

 註 2：本調査研究事業のコードネームは、“TSURU PROJECT ”とした。 
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第２章 回転翼無人機の現状と開発動向 

 

２－１ 概要 

戦後、軍事目的の利用が主であった無人航空機（以下、UAV）は、通信技術、無線技

術、伝送技術、カメラ、センサなどの技術と電池やモーターなどのパワーソースの技

術の両面の飛躍な進歩により電動化が進み産業的利用が増えてきた。その中でも回転

翼無人機の市場拡大が注目されている。この章では、当社、金井度量衡（株）におけ

る、国産回転翼無人機開発で得た知見に基づき、その現状や動向を説明する。 

  

２－２ 回転翼無人機の現状 

約 5年前からホビー目的の商品の流通が本格化し、産業界では空撮分野に最初に火

が付いた。その後、多分野における応用が見込まれ、空の産業革命と称され今に至っ

ている。 

2016 年現在、各分野において国や大手企業が回転翼無人機を使用した事業を計画

しつつある。 

アメリカの大手通販会社である Amazon.com が配達サービス計画を発表し、実用に

向けた実験を進めていることは有名である。 

警備の分野では民間防犯用として自律型回転翼無人機を活用した監視サービスの

研究開発をセコムや綜合警備保障がいち早く着手し、セコムは 2015年 12月から運用

を開始した。 

農業の分野では、2013 年に農林水産省がロボット技術や ICTを利用し、省力化や精

密化を図る次世代型農業であるスマート農業への取り組みを発表し、その中のロボッ

ト技術の活用として回転翼無人機の運用研究が進められている。 

建設分野では、2014 年に国土交通省がインフラ点検のためのロボット技術を公募

し、ドローンの利活用技術が多く採用され実験が進んでいる。また、2016年度からは、

直轄工事予算の約 2 割を建設・土木事業の ICT 化に割く i-construction が推進され

ることとなり、その計画の中には回転翼無人機技術の応用が組み込まれている。 

回転翼無人機の普及により各産業分野で期待が高まる一方で、2015 年 4 月の首相

官邸に回転翼無人機が落とされた事件をきっかけに、危険性が問題視されるようにな

り、2015 年 12 月、国土交通省では航空法に UAV に対する処罰を含め改正を行った。

改正航空法では回転翼無人機を含め、人が乗ることのできない遠隔または自動操縦に

より飛行させることができるものを対象とし無人航空機の飛行ルールが設けられた。 

そもそも安全第一が優先される産業界では、この規制強化が追い風と取る見方も多

く、各企業はこぞって自社の安全運用体制を確立し PR している。他方、国が承認・
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許可をする上で、操縦者の技量などの認定が大きな課題となっており、そこからアカ

デミービジネスが現れ、多角的にビジネスが生まれ続けている。 

 

２－３ 回転翼無人機の市場 

現在、各分野での利用が期待されている回転翼無人機の市場予測は、いずれのシン

クタンクの調査でも飛躍的な伸びを示している。その中でも、国産機の製造販売と国

内での利活用について調査されている日経 BP 調べのデータを紹介する。ポイントと

しては、第二次産業の伸びよりも第三次産業の伸びが飛躍的である部分である。 

グラフのドローンサービスについては、海外製の活用も含めた推計であり、ここか

ら、現在の国内市場においては、海外製がほぼ市場を席巻していること、国産機の開

発が遅れていることが推察できる。 

これらから、ハードの製造国にこだわらず、第三次産業に目を向け、取り組むこと

が近視眼的ではあるが、事業的には健全であるとも言える。 

 

 

  

２－４ 国産回転翼無人機開発の動き 

前述のとおり、多くの分野で回転翼無人機を利用したサービス展開が推進されてお

り、その将来性に疑いの余地がないことはシンクタンクの推計でも明らかである。 

その一方で、利活用の広がりにともない、機体に求められる機能・性能がその要素

技術開発に至るようになってきている。 

それら難しいニーズを実現するための開発として、国内における代表的なものを挙

げる。  

図 2-1 ドローン市場の推移 (出所：日経 BP クリーンテック研究所) 
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・ドローンの心臓部であるフライトコントローラの完全国産化（2014年量産化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2（株）自律制御システム研究所製 オートパイロットフライトコントローラユニット 

 

・GPSによる機体位置制御ができない区域で制御飛行させるための SLAM 

（Simultaneous Localization And Mapping）の開発 

 

図 2-3 （株）自律制御システム研究所製 SLAM 機体によるマッピング画像 

 

・連続飛行を実現するためのバッテリー交換機およびそれに対応するドローンの開発 

              

図 2-4 （株）自律制御システム研究所製 バッテリー交換機 
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・連続飛行を実現するための有線給電システムと、それに対応するドローンの開発 

      

図 2-5 （株）自律制御システム研究所製 有線給電システム 

 

・全天候型モーターの開発。 

  

図 2-6 （株）自律制御システム研究所製 全天候型モーター 

 

・長距離輸送等のための固定翼と回転翼を融合した垂直離着陸型機（V-TOL）の開発 

 
図 2-7 （株）自律制御システム研究所製 V-TOL 試作機 

 

  



9 

 

・重量物積載用（最大積載量 10kg）大型回転翼無人機の開発 

 

図 2-8 金井度量衡（株）製 レーザースキャナ搭載機 MS-GEO-3 試作機 

 

これらは、一般化した空撮専用機の域を超え、建設、運輸、農業、防災、電気通信

など、より重要なミッションを安全に遂行する上で必要不可欠な開発であるとともに、

「日本品質」が必要な分野である。 

こうした開発は、現在も産学連携や有志企業の出資などにより更に開発が進捗して

おり、実証実験の段階まで進んでいるものが多く、高度なミッションを安全にこなせ

るスペシャル機として、今後の市場投入に大きな期待がかかる。 

 

２－５ 日の丸無人機開発の課題 

回転翼無人機の普及につれて、利活用について考えを巡らせる企業や学校、行政が

多くなり、様々なニーズが出ている。これは大変喜ばしいことであるが、他方、要素

技術を含め研究開発を行うところは著しく少ない。回転翼無人機の開発は、多くのセ

ンサのシステムインテグレートと制御ロジックの検討、相反する様々な駆動要素のベ

ストバランスを探る大変な作業であることがその理由だろう。そのため、開発には多

くの時間と費用が必要となり、量産もままならない状況である。 

スペシャル機一品生産で済む段階では、少量多品種でもビジネスとして成り立つ可

能性はあるものの、利活用が大きく伸張する推計からして、恐らく現在の開発スキー

ムでは市場のニーズに応えられない日が近い将来やってくるものと思われ、日本が遅

れをとれば、重要なミッションの分野も海外勢に浸食されかねない。 

この負のスパイラルからの脱却が日の丸無人機開発の大きな課題であろう。 

様々な分野に対応した日本品質の量産がかなえば、国内だけでなく海外マーケット

まで視野に入れることができる。従って、第四次産業革命とも言われる無人航空機分
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野を有効活用して事業展開や地域創生を見込む関係方面においては、技術開発にもリ

ソースを割いていただくことを願うばかりである。 

 

 

参考文献等  

(1) 株式会社エヌ・ティー・エス：「飛躍するドローン マルチ回転翼型無人航空機の開発と応用研究、

海外動向、リスク対策まで[初版]」，第 1章，第 2章，第 3章，2016. 

(2) 農林水産省 「スマート農業に向けた研究会」 

http://www.maff.go.jp/j/kanbo/kihyo03/gityo/g_smart_nougyo/ 

(3) 国土交通省 「無人航空機（ドローン・ラジコン機等）の飛行ルール」 

http://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk10_000003.html 

(4) 吉田雄一：「ドローンの運用に必要な基礎技術の検討」 

http://www.jsokuryou.jp/Corner/tosyo/tosyo.asp  

(5) ZDNet Japan 「[空の産業革命]をけん引するドローンの可能性」 

http://japan.zdnet.com/article/35057004/2/  

(6) 株式会社 シード・プランニング 「産業用無人飛行機・ヘリコプターの市場予測」 

https://www.seedplanning.co.jp/press/2015/2015041501.html  

  

http://www.jsokuryou.jp/Corner/tosyo/tosyo.asp
http://japan.zdnet.com/article/35057004/2/
https://www.seedplanning.co.jp/press/2015/2015041501.html
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第３章 回転翼無人機のアプリケーションの開発動向 

 

３－１ はじめに 

 

 回転翼無人機に対するビジネス領域は、機体開発、航空管制システム構築、サービ

ス提供等が挙げられる。サービスについては、回転翼無人機の利活用と監視の２種類

に大きく分類される。利活用においては、回転翼無人機の高度な空撮技術を活用した

測量やインフラ点検などの分野での活用が広がっている。以下では、回転翼無人機の

利活用と監視に関するビジネス事例等の調査に基づき、回転翼無人機のアプリケーシ

ョン開発状況について報告する。 

 

３－２ 回転翼無人機の利活用 

 

 回転翼無人機の活用が注目されている理由の一つは、その活用における自由度の高

さである。活動領域となる空中においては、活動の妨げになる要素が少ないことに加

え、回転翼無人機と組み合わせることができる搭載物が多岐に渡る点が上げられる

(5)。 

 

回転翼無人機に搭載する機器・物品ごとに全く異なる機能を実装できることが回転

翼無人機の特徴であり優位点と考えられる。具体例を挙げると、カメラを搭載するこ

とで監視機器、農薬を搭載することで農業支援機器、商品を搭載することで輸送機器

として運用が可能となるなど、多様な形態での運用が想定できる（表 3-1）。 
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表 3-1 回転翼無人機の利活用 

№ 主な用途 概要 主な企業

1 災害対策 •自然災害、大規模事故、テロ等の発生時における被害状況、生存者の確認 ALSOK
•地震、津波、台風、噴火などの災害現場では、被害状況の確認を地図と連動させて早急に行い、 NTT東日本
 対策を講じなければならず、機動性の高い回転翼無人機の活躍の余地は大きい。 NEC

エンルート、東北大
2 空撮・測量 •空からの写真、映像撮影 鹿島

•空撮画像を用いた2D/3D地図の作成など 映像会社、測量会社等

3 監視・警備・捜索 •国境等の広域警備、企業・私有地の監視および不審者の撮影 セコム
•警察業務で利用可能性大 ALSOK
•不法投棄などの監視にも有用

•犯罪防止、セキュリティ対策

•その他、徘徊老人の捜索など

4 点検・メンテナンス •橋梁、ダム、大型プラント、送電線等、危険個所での点検 NTT東日本
•高熱地、寒冷地、有毒物質の影響を受ける場所等、劣悪な労働環境での点検に有用 自律制御システム研究所

5 農薬散布 •従来主に小型ヘリコプターが使われている。ヤマハ発動機が先行。 ヤマハ発動機

•農薬散布に当たっては、独特のノウハウが必要。GPSを使って設定ルートを飛行するものもある

•農薬でなく、農作物の種子散布という利用もある

6 無人宅配 •アマゾンの無人宅配構想で回転翼無人機が注目されている アマゾン

DHL

アリババ

ドミノピザ

7 精密農業 •空中からの農薬散布、農作物の生育状況確認 旭川市

•精密農業として、農場をより効率的かつ生産的に管理するために回転翼無人機の活用が期待されている

8 ナビゲーション •小型の回転翼無人機によるナビゲーションシステム（観光地案内、施設案内など） MIT(Skycall)

 

利活用を検討している事業者においては、災害対策での利活用に最も強い要望があ

り、次いで空撮や監視となっている。人による対応が厳しい場面・環境での映像撮影、

監視などへの期待が高いと考えられる(3)(4)。 

 

 災害監視や不審者追跡における回転翼無人機の活用事例 

①火山災害対策ソリューション：ALSOK 

火山災害が発生した際、衛星や航空機、ドローンで撮影した画像を解析・分

析し「3次元モデリング」「非難計画」「防災マップ」等に加工して提供(6)。 

 

   ②不審者の監視・追跡：セコム 

 民間防犯用として世界初となる小型飛行監視ロボットの試作機をセコムが開

発。自律飛行する監視ロボットが、企業の敷地や夜間の店舗駐車場などに侵入

した不審者を追跡し、犯人の特徴を画像解析によってとらえる(7)。 

 

 従来の業務を変える回転翼無人機の活用事例 

橋梁点検における高所作業車等を利用した従来の打音検査の課題を解決する

ため、回転翼無人機を活用した点検システムの開発がすすめられている。搭載

機器としては、打音検査器に加え、赤外線カメラ（もしくは撮影用カメラ）を搭
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載し、打音検査に加え、光学的な検査対応も可能なシステムとして開発がすす

められている。搭載物の組み合わせにより、回転翼無人機の機能を拡張する一

例である(1)。 

 

 
図 3-1 回転翼無人機を活用した点検システム(1) 
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図 3-2 橋梁・ﾄﾝﾈﾙ点検概要(1) 

 

 

 

３－３ 回転翼無人機に対する監視・管制システムの状況 

 

 空を自由に航行可能という回転翼無人機の特性からくる墜落事件等が相次ぐ中、

航空法一部改正により回転翼無人機の飛行は現在規制されている。 
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法規制により自由に回転翼無人機を利用できる状況ではないため、現時点で、回

転翼無人機に対する管制システムの必要性は低いとみるが、不審な回転翼無人機を

検知するシステムの必要性は高まってきている。 

回転翼無人機の検知システムを活用し、回転翼無人機を取り締まるビジネスの増

加も推測される(表 3-1)。 

 

① 音響検知システム：OKI 

 空中音響技術を利用して飛来する回転翼無人機を探知するシステム。回転翼無

人機の飛行音を分析し、接近を探知するとともに、飛来する方位・仰角、および

距離を測定して通知できる。昼夜問わずドローンを探知できる(8)。 

 

② 画像、電波、音声の活用：NEC 

 不審なドローン（無人飛行機）を１キロメートル先から発見する施設警備シス

テムを開発した。画像処理技術で鳥や雲などと区別し早期に機体を発見し、電波

を探知して操縦者の位置もとらえる（9）。 

 

表 3-2 回転翼無人機の検知システム 

№ システム 概要 事例

1 音声解析型ドローン検知 •回転翼無人機の飛行音を分析し検知 OKI

システム •音声による分析であるため、昼夜問わず検知することが可能 理経

•一方で、小さい飛行音の収集や分析が困難であるため、回転翼無人機が接近しなければ検知をすることが困難

2 複合型ドローン検知 •音声だけでなく、カメラ画像分析や電波探知など複数の検知手段により、回転翼無人機を検知 NEC

システム •カメラ画像分析による検知については、1km程度の遠方の回転翼無人機であっても検知可能だが、夜間飛行を ALSOK

　検知できない可能性もある（高感度カメラを活用することで対策可能） Drone Labs

 

 回転翼無人機の管制システムとしての応用開発は、特定のエリア内で、回転翼無

人機を安全に飛行させる仕組みとして検討されている。 

 

米航空宇宙局（NASA）では 2015 年 8 月下旬から、無人航空機（UAV、

Unmanned Aerial Vehicle）の航空管制システムである「UTM（UAV Traffic 

Management）」のテストを開始している。 

 

UTM は、現在も飛行機の監視に使われている「ADS-B(放送型自動従属監視 

(Automatic Dependent Surveillance-Broadcast : ADS-B)」規格の無線通信や、携

帯電話網、衛星通信網などを使用して UAV を遠隔監視するシステムである。飛行禁

止空域などは動的に変更可能とし、無線通信を使って UAV に伝達される。また、無

線通信を使った UAV 同士による衝突回避などにも応用できる。 

 

UTM はクラウドベースで構築され、各 UAV は携帯回線によってリアルタイムで

UTM のネットワークに接続され、UAV を安全に航空できるよう制御される(2)。 

 



16 

 

将来的には、ADS-B のユニットを回転翼無人機に搭載することを義務付け、地上

側での監視(位置把握)を実施していくことが想定される。 

 

 

図 3-3 ADS-Bイメージ図(10) 

 

３－４ まとめ 

 

 本章では、回転翼無人機を活用するための取り組みを、利活用、監視サービスとし

て実施済みまたは開発中の事例を中心に述べた。 

様々な分野での回転翼無人機の利活用が考えられる中、今後は災害対策、空撮、警

備面での期待が高いと思われる。また、現在は法規制により自由に回転翼無人機が飛

行できないため、航空管制システムの必要性は少ないが、将来回転翼無人機の飛行台

数が増加した場合、航空管制システムの必要性は高まるものと思われる。 

今後、回転翼無人機向けのシステムを開発するに当たっては、監視（管制）する仕

組みと合わせて検討することが重要になってくる。 
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第４章 カーゴＵＡＳのマーケット予測 

 

４－１ はじめに 

 

 重量物を輸送する UAS（Unmanned Aircraft Systems）を、本章では「カーゴ UAS」

と呼ぶこととする。以下では、カーゴ UASの市場規模を推定する。 

手順としては、ドローンの用途      表 4-1 ドローンの用途 

の中で、重量物を積載する用途の  （日経 BPクリーンテック研究所作成に加筆）  

比率を推定（手順①）しておき、日

本における産業用ドローンの市場

規模の調査結果（手順②）と、海外

における産業用ドローンの市場規

模の調査結果（手順③）をもとに、

重量物を積載するカーゴ UAS の市

場規模を算出（手順④）することに

した。市場規模の中には、ドローン

本体の販売金額と販売台数、ドロ

ーンを使ったサービスの販売金額

がある。 

 

４－２ 用途の分析（手順①） 

 

まず、ドローンの用途を調査し

分析した。 

ドローンの用途は、表 4-1 のよ

うに、多岐にわたる（1）。この表に

記載してある用途は、2015 年時点

でのドローンの機能を基にして推

測したものであり、今後の機能の

拡大とともに、またアイデア一つ

で用途はいくらでも広がる。 

重量物を積載する用途は、基本

的には「輸送・物流」の領域である

が、農薬散布の領域等では、より大

量の農薬を搭載できれば、作業効

率を高められる。また、巡視・点検、

警備・監視、計測・観測、撮影の領

分類 用途 重量物搭載
農林水産業 農薬散布

農作物管理
害獣駆除
魚群探査

巡視・点検 河川・ダムの巡視・点検
高速道路の巡視・点検
送電線の巡視・点検
石油基地の巡視・点検
化学コンビナートの巡視・点検
造船場の巡視・点検
高炉・原子力発電所の巡視・点検
メガソーラー巡視・点検
橋梁・トンネルの巡視・点検

警備・監視 国境警備
海上警備
沿岸警備
麻薬管理
交通監視
イベント監視
ビル・工場警備
都市警備

災害対策 洪水・津波監視
森林火災監視
火山監視
地震監視

捜索・救助 海上避難捜索・救助
山岳遭難捜索・救助

危険区域作業 原子力発電所の事故対応
工場内作業
工事現場作業
災害現場作業
火災現場作業
高層ビル外壁作業

計測・観測 空間情報・地図情報収集
交通量計測
気象観測
海洋観測
大気観測
放射能計測
生態系観測
環境モニタリング
鍾乳洞・洞窟観測

撮影 映画・ＴＶ番組・ニュース報道撮影
スポーツ撮影
プロモーションビデオ撮影
記録撮影

輸送・物流 宅配 ○
ＡＥＤ輸送
緊急物資輸送 ○
孤立地帯への物資輸送 ○

その他 災害時基地局
広告
アトラクション
ホビー
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域においても、複数の装置を搭載すれば、作業効率を高められる。したがって、より

重い搭載物を運べるドローンを開発できれば、用途はより一層拡大する。 

 輸送・物流の領域においても、通常はトラック等での陸上輸送や船舶での海上輸送

が主力であるが、災害発生時で道路が不通になった場合や、急病人発生等緊急を要す

る場合には、ドローンが威力を発揮する。 

 

 次に、輸送・物流の領域へのドローンの適用に関して考察した。消費者の立場から

見て、どのような地域での、どのような消費者層に対して、ドローンによる輸送が効

果を発揮するかを考察した。 

 

図 4-1 地域における買い物環境の現状と課題について 

（2009.10.1 経済産業省作成資料に加筆） 

 

図 4-1の「買い物環境の現状」からわかるように、近隣型店舗の設置や、移動販売

車の利用等で、買い物に不便な地域や、買い物に困っている消費者に対応していくこ

とは重要である。しかし、それらの施策が展開できないような、中山間地に住む、特

に買い物適応力が低い層の人々に対しては、ドローンを活用して、自宅近くまで運ぶ

仕組みは有効であると思われる。つまり、「中山間地」や「離島」において、「自ら移

動することが難しい消費者層」への輸送・宅配の手段として、カーゴ UASが適用でき

る。都市部における実験ではあるが、すでに、国家戦略特区の千葉市で、米アマゾン・

ドット・コムが、ドローンで、医療用医薬品や生活必需品を宅配する実験が計画され

ている。 

以上のように、カーゴ UASの用途は、主として、輸送・物流の領域の一部に限定さ

れるとはいえ、機能・性能の進歩と規制の緩和等により、その市場規模は拡大してい

カーゴＵＡＳ

の適用領域
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くものと考えられる。 

 

４－３ 日本での市場規模予測（手順②） 

 

 ここからは、ドローンの日本での市場規模と、世界での市場規模を調査し、その中

から、重量物を積載する用途での市場規模を推定し、それをカーゴ UASの市場規模と

して捉えることにする。 

 まず、日本での産業用ドローンの市場規模は、図 4-2のとおりである（2）。 

 

図 4-2 日本での産業用ドローン市場規模の推移 

（日経 BPクリーンテック研究所作成） 

 

図 4-3 日本での事業者向け分野別ドローン販売台数の推移 

（日経 BPクリーンテック研究所作成） 
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ドローン本体の販売金額とドローンを使用して提供されるサービス（以下、本体＋

サービスと呼ぶ）の販売金額は、2020年で、186億円である。内、ドローン本体（以

下、本体と呼ぶ）の販売金額は、19億円である。このように、本体の販売金額よりも、

ドロ－ンを使ったサービスの販売金額が 10 倍近い大きさである。2030 年には、本体

＋サービスの販売金額は 1,040 億円に、本体の販売金額では 73 億円の市場になると

推測されている。 

  

販売台数は、図 4-3 の通りである。2020 年で 1,500 台、2030 年では 8,200 台の販

売台数になる。 

 

４－４ 世界での市場規模予測（手順③） 

 

 世界での産業用ドローンの市場規模に関しては、2020年までの予測ではあるが、図

4-4、図 4-5のとおりである（3）。 

 

 

図 4-4 世界市場での UAS の市場規模 

（調査会社フロスト＆サリバン作成） 
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図 4-5 世界市場での産業用 UASの用途 

（調査会社フロスト＆サリバン作成） 

 

本体＋サービスの販売金額は、2020年に 64億ドル（日本円で 7,680億円）である。

本体の市場規模の比率を日本と同様と仮定すると、内、本体の販売金額は、785 億円

になる。2020 年以降に関しては、「規制緩和や法整備の進展を受け、40％内外の成長

が続くものと予測される。」という情報がある（4）が、ここでは 20％／年の成長が続

くものと仮定すると、2030 年には、本体＋サービスの販売金額は 48,000億円に、内、

本体の販売金額は、3,300 億円になると推定される。 

 

販売台数については、日本と同じ単価で計算すると、2020 年で 62,000 台に、2030

年では 380,000台の販売台数になる。 

 

以上の、日本市場と世界市場の、2020 年から 2030 年までの、産業用ドローンの、

本体＋サービスと本体のみの、販売金額と販売台数をまとめると、表 4-2のようにな

る。 

 

 



23 

 

表 4-2 ドローンの市場規模のまとめ 

 

 

４－５ カーゴ UASの市場規模予測（手順④） 

 

次に、重量物を積載するカーゴ UASの市場規模を推定していく。 

 図 4-3に見られるように、2020年での、輸送・物流の用途での市場規模は極めて少

なく、数％ほどである。2030 年でも 10％ほどである。輸送・物流以外での重量物積

載のニーズもあるので、ここでは、全用途の中での重量物積載用途の比率を、2020年

に 5％、2025年に 10％、2030年に 15％になると仮定する。 

日本におけるカーゴ UAS の本体＋サービスの販売金額は、2020 年に 9 億円、2030

年には 156 億円になると推定される。内、本体のみの販売金額は、2020 年に 1 億円、

2030年には 11億円になる。販売台数では、2020 年に 75台、2030 年には 1,230台に

なる。 

世界市場でのカーゴ UAS の本体＋サービスの販売金額は、2020年に 380億円、2030

年には 7,200 億円になると推定される。内、本体のみの販売金額は、2020 年に 39 億

円、2030 年には 500 億円になる。販売台数では、2020 年に 3,100 台、2030 年には

56,000台になる。 

 

以上、カーゴ UAS の、日本市場と世界市場の、2020 年から 2030 年までの、本体＋

サービスと本体のみの、販売金額と販売台数をまとめると、表 4-3のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２０年 ２０２５年 ２０３０年

日本 産業用
ドローン本体＋サービスの販売金額（億円） 186 430 1,040
内、ドローン本体の販売金額　　　　（億円） 19 35 73
本体の構成比（本体＋サービスに対する） 10% 8% 7%

世界 産業用
ドローン本体＋サービスの販売金額（ドル） ６４億ドル １６０億ドル ４００億ドル ←２０％／年の伸びで想定し
日本円に換算して　　　　　　　　　　　（億円） 7,680 19,200 48,000 ←１２０円／ドルとして

10% 8% 7% ←日本と同じ構成比で想定し
内、ドローン本体の販売金額　　　　（億円） 785 1,563 3,369

日本 産業用 ドローン本体の販売台数　　　　　　　（個） 1,500 3,400 8,200
ドローン本体１台当たりの金額（万円）は→ 127 103 89
この価格を世界の市場にも当てはめると

世界 産業用 ドローン本体の販売台数　　　　　　　（個） 61,935 151,814 378,462
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表 4-3 カーゴ UASの市場規模のまとめ 

 

 
 

 

参考文献等 

(1) 世界ドローン総覧 エグゼクティブサマリー 日経 BP クリーンテック研究所調査 2015/6/30 

http://cleantech.nikkeibp.co.jp/report/drone201506/pdf/sample0-0-0.pdf 

(2）菊池珠夫 「30 年に千億円市場 業務用ドローン、普及のシナリオ」 

 日経ＢＰクリーンテック研究所 2015/7/15 

http://www.nikkei.com/article/DGXMZO88951410W5A700C1000000/ 

(3）「〔インタビュー〕2020年の民間用ドローン市場は 1.3兆円超に成長」 

 調査会社フロスト＆サリバン 

http://response.jp/article/2015/03/20/247086.html 

(4）「マルチコプター、ドローンの用途開発、市場展望、市場予測に関する調査」 

 ㈱データリソース 

https://www.dri.co.jp/auto/report/aqu/aqumulticopt.html 

 

 

 

  

２０２０年 ２０２５年 ２０３０年

重量物積載の用途の構成比を左のように仮定する　⇒ 5% 10% 15%

日本 産業用
カーゴUASの本体＋サービスの販売金額（億円） 9 43 156
内、カーゴUASの本体の販売金額　　　　（億円） 1 4 11

世界 産業用

カーゴUASの本体＋サービスの販売金額（億円） 384 1,920 7,200

内、カーゴUASの本体の販売金額　　　　（億円） 39 156 505

日本 産業用 カーゴUAS本体の販売台数　　　　　　　　　（個） 75 340 1,230
ドローン本体１台当たりの金額（万円）は→ 127 103 89

世界 産業用 カーゴUAS本体の販売台数　　　　　　　　　（個） 3,097 15,181 56,769



25 

 

第５章 無人機用給電システム 

 

５－１ はじめに 

 

飛行船と無人機（ドローン）による連携システムにおいては，それぞれの動力源を

設定する必要がある。本章では，飛行船の動力源を小型エンジンやバッテリーまたは

燃料電池によるモーターでの駆動とし，無人機はバッテリー電源でのモーター駆動と

設定し，現在の技術で効率的な活用方法を検討する。すなわち，飛行船の小型エンジ

ンで動力の一部を使い発電機（オルタネータ）を駆動するか，バッテリーや燃料電池

により飛行船をモーター駆動させるとともに無人機へ電力供給を行う。この母船であ

る飛行船の電力供給システムを用い，無人機に急速給電を行うシステムを考える。 

一例として，図 5-1に DJI JAPAN 株式会社製 Phantom 3 Professional を，表 5-1

に Phantom3の主な仕様を示す(1)。本章では，実在機を仮のモデルとし，本プロジェ

クトで提案する飛行船と無人機の連携システムの仕様に合わせスケールアップする

方法を検討する。本プロジェクトでは，無人機の最大積載量を 3kgとするため，本モ

デル機の 10 倍と設定する。ただし，実際の設計においては，ローター数，ローター

回転数など，様々な要因により機体サイズを小型軽量化できるため，単純な倍数によ

るスケールアップは意味をもたない。 

 

 
図 5-1  無人機（Phantom 3 Professional） 
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表 5-1 Phantom3の主な仕様(1) 

機種名 dji Phantom3 

本体重量(バッテリ含む) 1.3 [kg] 

対角線サイズ 350 [mm] 

モーター出力 68 [W] 

モーター数 4 [個] 

バッテリー数 1 [個](LiPo 4セル) 

バッテリー容量 4480 [mAh] 

バッテリー電圧 15.2 [V] 

最大積載重量 365 [g] 

航続時間 15～20 [分] 

上昇速度 5m/s 

下降速度 3m/s 

 

５－２ 飛行船動力と電源システム 

 

本プロジェクトで提案する飛行船と無人機の連携システムでは，飛行船の運航に必

要な動力エネルギーと無人機への給電用電源が必要である。飛行船の動力は，エンジ

ンまたはモーターとなる。このため，飛行船に電源システムを搭載し，飛行船から無

人機へ供給する電力システムについて考えると，次の 3つが有効である。 

（１）ガソリンエンジンと発電機（オルタネータ） 

（２）バッテリー 

（３）燃料電池 

図 5-2 に各種デバイスのエネルギー密度と出力密度の関係を示す(2)-(5)。エネル

ギー密度が高いほど軽量化に有利で，出力密度が高いほどモーター用の電源として有

利である。燃料電池は，水素タンクまたは水素吸蔵合金の重量も含めるべきで，実際

には両軸に対し低い方へシフトした位置になる。ガソリンエンジンと発電機の組み合

わせが，図 5-2中でどの位置に配置されるかは，飛行船の仕様によって決まる。これ

により燃料電池が優位となることも考えられる。リチウムイオンキャパシタは，エネ

ルギー密度が低いため，稼働時間が短くなる。しかし，開発途上であるため今後の飛

躍的進歩が期待できる。 

飛行船は，システムの総重量を如何に低減し，軽量化を図るかが重要である。シス

テムの軽量化は，飛行船本体の浮力を少なくすることが可能となり，飛行船断面積を

少なくすることで航行時の空気抵抗を減らし，航行速度を高めることができる。すな

わち，飛行船の動力には，体積当たりのエネルギー密度が高い液体燃料（ガソリン，

バイオディーゼル，軽油）をエネルギー源とするエンジンが有効である(6)。将来的に

は，燃料電池が進歩し優位に立つことも考えられる。 
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無人機のエネルギー源にはエネルギー密度が高いリチウムイオン二次電池を使う。

満充電を行わないことで充電時間を少なくし，母船滞在時間を減らすことで稼働率を

向上させることが有効である。 

 

 

図 5-2 各種デバイスのエネルギー密度と出力密度(2)-(5) 

 

５－３ モーター 

 

モーターは，回転子と固定子が作る磁界の作用により，電気エネルギーから回転力

を発生させる機器である(7)。一般的に，回転子には永久磁石が使われ回転軸を構成

し，固定子には導線をコイル形状に配置し，コイルを流れる電流を制御することで必

要とする回転トルクおよび回転数を得る。 

無人機は，姿勢制御，移動制御等が頻繁に行われるため，モーターの固定子巻線に

流れる電流も時々刻々と変化する。電流値の過渡的変化は，サージ過電圧の原因とな

るため保護素子や保護回路が必要な場合がある(8)。 

 

５－４ バッテリー 

 

繰り返し充放電が可能な充電池は，二次電池と呼ばれる。主な種類と公称電圧を表

5-2 に示す。無人機には，リチウムイオン二次電池の一種でエネルギー密度が高いリ

チウムポリマーバッテリーが使われる。満充電に要する時間は，約 45 分～60 分くら

0.01
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いである。ここで，繰り返し充放電によるメモリー効果(9)はないと言われており，満

充電をせずに利用することで充電時間を短く設定することができる。ただし，エネル

ギー密度が高い分，過放電や過充電を含め取り扱いには注意が必要である。無人機

（Phantom 3 Professional）では，専用の充電器（電圧:17.4V，定格出力:100W）が使

用される。 

一方，バッテリーの公称容量は，放電電流と放電時間の積で与えられる(9)。リチウ

ムポリマーバッテリーの放電電流は数十 Aになるため，モーターの運転状況により稼

働時間が異なり，本モデル機の航続時間は 15～20 [分]となっている。 

 

表 5-2 二次電池(9) 

電池の分類 公称電圧[V] 

ニッケル・水素充電池 1.2 

鉛蓄電池 2.0 

リチウムイオン二次電池 3.6-3.7 

 

５－５ 給電システム 

 

飛行船の小型エンジンにより発電機を駆動し，飛行船バッテリーを充電する。軽量

化のため，エンジンの出力は最大船速時に対応した選定を行い，ホバーリング時など

のエンジン出力に余裕がある時間に充電する制御が望ましい。 

飛行船から無人機のバッテリーへの充電方式として， 

① 直接接触方式による充電 

② 非接触方式による充電 

が，考えられる。 

①の直接接触方式は，電源端子同士を直接接続するため，エネルギー損失が少ない。

飛行船には，燃料も含めた効率化・軽量化が求められるため，この方式は有利となる。

デメリットとして，電源端子の接続のための移動制御が難しい点が挙げられる。飛行

船は空中にあるため，常に風による擾乱にさらされ，無人機も格納庫内で力を受け続

ける。 

②の直接接触方式の一つである電磁誘導による充電では，電源端子間が 1cm 程度離

れていても電力供給は可能である。デメリットとして，無人機本体に受電用コイル，

整流器，バッテリー過充電保護のためのセンサーと制御装置が必要となる。 

 リチウムポリマーバッテリーを使用する場合は，給電側に充電制御を担当させるこ

とができるため，①の直接接触方式が有利であると考えられる。 

 この他に，バッテリーの残容量の地上への送信，そのデータによる充電管理システ

ムが必要である。 
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５－６ まとめ 

 

飛行船と無人機（ドローン）による連携システムにおいて，飛行船の小型エンジン

で駆動するオルタネータで発電を行い，無人機に直接接触方式で給電することを検討

した。無人機には，エネルギー密度が高く，大きい出力電流が取り出せるリチウムポ

リマーバッテリーを搭載することが有効である。ただし，受給電の際の移動制御が難

しい点，および過充電保護のための運用制御の厳格化の課題が挙げられる。 

 燃料電池やリチウムイオンキャパシタなど開発途上の技術もあり，小型・軽量化，

大容量化，コストダウンなどにより，これらが将来的に優位に立つ可能性を秘めてい

る。 
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第６章 飛行船と回転翼無人機との連携システム 

 

６－１ まえがき 

 

中山間地、離島などへの生鮮食品、薬品等の輸送や宅配サービスの迅速化、効率化

へ向けて、無人空中移動体を利用して小型荷物配送を効率的に行うシステムを提案す

る。 

 

６－２ 背景 

 

近年、無人航空機を用いた様々なサービスの実現に関心が高まっている。無人航空

機には固定翼または回転翼を用いるものと、飛行船がある。回転翼にはヘリコプター

型とマルチロータ型の無人機（以下、回転翼無人機）がある。現在これらを利用する

様々なアプリケーションの開発がすすめられている。有望なアプリケーションのひと

つとして荷物配送がある。道路網を利用する荷物配送に比べて空路利用の荷物配送は

交通渋滞の影響がなく、目的地までのより短距離の経路選択の自由度が大きく、有望

なビジネスモデルと考えられる。 

現在、回転翼無人機を利用する宅配サービスが話題となっており、グーグル、アマ

ゾンなどが検討・開発を進めている。これらの回転翼無人機はバッテリ駆動であり、

航続時間が短く、比較的近距離の配送に限られる。この限界を打破できれば、回転翼

無人機配送の適用領域が広がり、ビジネス利用の大幅な拡大の可能性がある。 

 

６－３ 基本構想 

 

回転翼無人機配送の適用領域を拡大するため、飛行船と回転翼無人機を有機的に連

携させた荷物配送の新構想、スカイポートシステム（SKY PORT SYSTEM、以下 SPS

という）を提案する。 

 

６－３－１ 回転翼無人機による荷物運送形態 

以下の２案がある。 
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図６－1 荷物格納運送 

 

 

図６－２ 荷物吊り下げ運送 

 

６－３－２ スカイポートシステムのねらい 

市販屋外飛行船は小形のものでも全長 10 m 程度あり、離着陸には 50 m 四方の広

さ、数人の人手を必要とするため、宅配などの物流手段としては利用困難である（付

録６－１参照）。以下ではこの問題を解決する一案として、飛行船と回転翼無人機の

連携運用を示す。 

 

６－３－３ 基本原理 

無人飛行船と回転翼無人機を利用して荷物運搬を行う（付録６－２参照）。飛行船

は回転翼無人機の母船の役割を担う。具体的には、無人飛行船は荷物搭載回転翼無人

機を目的地付近まで運搬する。回転翼無人機は目的地付近で飛行船から切り離されて

目的地まで自動・自律飛行し、目的地へ荷物を配送する。配送完了後、無人機は無人

飛行船に帰還する。飛行船は空中で待機し、帰還した回転翼無人機を回収し、出発地

点に戻る。 

 

 

荷物

ｺﾝﾃﾅ

回転翼無人機

荷物

回転翼無人機

牽引ロープ
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６－３－４ 回転翼無人機格納部 

回転翼無人機の母船となる飛行船の下部には、回転翼無人機格納部を設ける。格納

部は飛行船に吊り下げられる。飛行船によって空中に保持された格納部に対して、回

転翼無人機は下方から接近し、格納部内部に侵入する。この状態で、回転翼無人機を

格納部に固定され、回転翼の停止が可能となる。回転翼無人機を格納部に固定する方

法として以下の２案がある。 

① 格納部に回転翼無人機上部を収容し、格納部下端の留め金により回転翼無人機を

吊り下げる。荷物格納運送、荷物吊り下げ運送の両方に適用できる（図６－３）。 

② 格納部に回転翼無人機全体を収容し、格納部下端の開閉床を閉じることにより回

転翼無人機の着地面を構成する。荷物格納運送に適用できる（図６－４）。その際、

飛行船の下部では、GPS 電波を受信することが困難になるので、工夫が必要であ

る。 

 

 

図６－３ 回転翼無人機吊り下げ型 

ｾﾝｻ

回転翼無人機
制御装置

ｶﾒﾗ

留め金

飛行船
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図６－４ 回転翼無人機収容型 

 

６－３－５ スカイポートシステムの特徴 

スカイポートシステムの長所と短所を以下にまとめる。 

 

① 長所 

・飛行船で運ばれるため、回転翼無人機バッテリの消費節減ができる。回転翼無人機

単体の運用に比べて荷物の配送限界距離を延長できる。 

・到着地で飛行船を着陸させるスペース、手間が不要である。 

・回転翼無人機が荷物の最終配達を行うので、配達地域の制限が生じにくい。 

・飛行船と回転翼無人機それぞれ、最も適したものを選定できる。 

・飛行船から回転翼無人機制御の後方支援が可能である。 

 

② 短所 

・飛行船と回転翼無人機をペアで運用するため、初期費用、維持管理費用が増加する。 

・荷物の配送拠点に飛行船離着陸用のスペースと人手が必要になる（ある程度自動化

の可能性はある）。 

  

開閉床

ｾﾝｻ

回転翼無人機
制御装置

ｶﾒﾗ

飛行船
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６－４ 技術開発課題 

 

６－４－１無人飛行船自律飛行技術 

飛行船飛行可能エリアマップと荷物配送目的地の GPS 位置情報に基づき、無人飛

行船を目的地付近の上空まで自動・自律飛行をさせる。 

 

６－４－２ 回転翼無人機格納技術 

飛行船の回転翼無人機格納部にはカメラ、赤外線センサが設置されており、下方か

ら接近する回転翼無人機のカメラによりリアルタイム映像を取得し、超音波距離計に

より距離を取得して、回転翼無人機の格納部へのドッキング誘導を行う。回転翼無人

機を格納部へ収容すると、格納部の回転翼無人機固定部を動作させる。回転翼無人機

は格納部に収容されるとホバリング状態から静止状態に移行する。 

 

６－４－３ 回転翼無人機分離技術 

飛行船が目的地付近の空中待機位置に到達すると、回転翼無人機は回転翼を動作さ

せ、ホバリング状態に移行する。その後、格納部の回転翼無人機固定部（留め金また

は開閉床）を開放し、回転翼無人機は格納部から下方に進み、飛行状態に移行する。 

 

６－４－４ 回転翼無人機自律配送技術 

目的地にはマーカーを設置する。飛行船は回転翼無人機の推定される GPS 位置情

報と目的地の GPS 位置情報に基づき、回転翼無人機に進行方向と距離を無線リンク

経由で通知する。回転翼無人機は自身のカメラによりマーカーを検出し、マーカー上

空の指定高度に到達・またはマーカー近傍に着地し、荷物をリリースする。 

 

６－４－５ 回転翼無人機帰還技術 

飛行船及び回転翼無人機はそれぞれ、自身の GPS 位置情報を保持する。回転翼無

人機は飛行中、ビーコン発信及び必要があれば、音響発信、発光を行う。飛行船は回

転翼無人機の方位、仰角、距離を電波検知センサ、音響検知センサ、光検知センサ等

の手段で測定する。この情報により、回転翼無人機の位置情報の精度向上を図る。飛

行船と回転翼無人機は無線リンクを維持し、飛行船と回転翼無人機の位置情報に基づ

き、回転翼無人機を飛行船の下方に誘導する。 

 

６－４－６ 回転翼無人機バッテリ給電技術 

飛行船移動中、回転翼無人機バッテリへ充電又はバッテリ交換を行う。このため、

飛行船には充電システムまたはバッテリ自動交換システムを搭載する。前者の場合、

飛行船のエンジンで発電する方法、大容量バッテリを搭載する方法などが考えられる。

後者の場合、バッテリ格納スペースを有し、各収納スペースは充電器に接続されるた

め、ドローンの飛行中に使用済みバッテリの充電を行うことができ、常にドローンを
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運用することが可能になる。 

 

６－５ 技術開発ステップ 

 

 H28 年度 実現可能性の検証 

市販無人飛行船と軽量回転翼無人機をマニュアル・リモコン操縦する操縦者を配置

し、マニュアル実験を行う。回転翼無人機格納技術と回転翼無人機分離技術を取り上

げ、これらの技術の動作検証を行うプロトタイプを開発する。カメラ情報を操縦者の

モバイル端末に無線通信によりリアルタイム送信し、操縦者はこれらの情報に基づい

て、回転翼無人機の操縦、空中ホバリング状態の飛行船への回転翼無人機格納と分離、

格納部の回転翼無人機固定部のリモコン制御を行う。 

コストの観点から飛行船は屋内飛行用の市販のものを購入、またはレンタルする。 

候補例  有限会社オフィストゥエンティワン RC350  

仕様 航続時間 １時間、ペイロード 700～800g、飛行速度 時速 4 km 程度 

費用 購入（２フライト分のバッテリ、オリエンテーション３日分含む）60 万円 

レンタル １回 15 万円＋２名の交通費、その他にヘリウムガス 3 万円必要 

 

使用する飛行船のペイロードが小さいため、ホビー用の回転翼無人機との組み合わ

せで実験する。荷物搭載は行わない。 

候補 AR.Drone 重さ 40 g 程度、数万円 

 

想定開発費（回転翼無人機格納部、格納部の回転翼無人機固定部、カメラ等のハー

ドウェア、及び制御ソフトウェア開発、人件費等） 

500 万円 

 

H29～31 年度 

６－４の（２）～（５）の技術課題を実現するソフト開発を行う。飛行船と回転翼

無人機は 28 年度の検証実験で用いるものと同様の小型飛行船と軽量回転翼無人機を

利用する。これらのソフトはスカイポートシステム実用化時のソフト開発への流用が

可能である。なお、（１）の技術はスカイポートシステム独自のものではないので、実

用化時には既開発のソフトの流用も考えられる。 

 

想定開発費（回転翼無人機格納部、格納部の回転翼無人機固定部、カメラ、センサ等

のハードウェア、及び制御ソフトウェア開発、人件費等） 

3,000 万円 

 

H32 年度以降  

荷物配送の利用面、ビジネスモデルの検討に基づき、飛行船、回転翼無人機の仕様
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を具体化し、飛行船と回転翼無人機の市販製品の利用可能性、注文開発などの方針検

討を行い、システム・サービス実用化のための開発に移行する。 
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付録６－１ 市販飛行船の製品例 

小型屋外飛行船の仕様の一例を表６－１に示す。 

 

表６－１ 屋外用飛行船の標準仕様の例    

 SkyProbe SkyProbe II SkyProbe III 

全長 9.5m 11.5m 18.0m 

最大径 2.1m 3.5m 3.6m 

容積 30.0㎥ 68.0㎥ 122.2㎥ 

搭載可能重量 3kg 30kg 25kg 

飛行速度 最大 54km/h 最大 50km/h 最大 50km/h 

航続時間 60 分 120 分 120 分 

推進装置 

上昇用エンジン１基 

推進用エンジン 2

基 

推進用エンジン 1

基 

推進用エンジン 2

基 

（株）エイ・イー・エスホームページ 

http://www.aes.co.jp/product/lta/okugai/index.html 

  

http://www.aes.co.jp/product/lta/okugai/index.html
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付録６－２ 小型飛行船と回転翼無人機の比較 

現状の製品例を参考に、小型飛行船と回転翼無人機の特長を比較して、表６－2 に

示す。 

 

表６－２ 小型飛行船と回転翼無人機の比較 

 小型飛行船  回転翼無人機 

積載可能重量 小～大 小 

航続時間 中～大 小 

飛行速度 50 km/h 以上 50 km/h 程度 

風速耐力 中 小 

飛行安定性 中 小 

推進力 ガソリン/バッテリ バッテリ 

離着陸スペース 大 小 

離着陸運用作業 多 少 
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付録６－３ 双胴飛行船と無人飛行機を利用した物資運搬または状況監視を行う飛

行システム 

 

近年、小型の無人飛行機（UAV）は、操作者からそれ程離れていない極限られた領域

では飛行の制御が容易である反面、その航続距離やその飛行機でもって運搬可能な重

量（ペイロードともいう。）といった性能は不十分であることが指摘されている。 

一方、この小型 UAVに比して通常大型の飛行船は、ペイロードや航続距離といった

点で優れているが、離着時の制御に多大な工数を要する。 

このような事情から、現在離島や中山間地へ迅速に物資運搬を行ったり、災害等の

状況を継続的に監視したりできる有効なシステムが存在しているとはいえない状況

である。 

小型 UAVと飛行船の長所と短所は相互補完関係にあるため、これらの要素技術を組

み合わせたハイブリッドシステムは有望であり、このシステムによれば、ペイロード

の大きい広域 UAV 飛行を可能としつつ目的地での迅速な物資運搬や状況監視を行う

ことができる。以下では、飛行船下部での GPS電波受信の障害を軽減するため、双胴

飛行船を利用したドロ－ンとの連携システムについて考察する。 

このようなスカイポートシステム（以下 SPS）は、次の技術的特徴を有する。 

・既存の無人飛行船と小型 UAV（ドローン）の技術を利用することにより、要素技術

の開発の負荷を軽減する。 

・SPSの本体は、図６－５(a)に示すように、飛行船を 2台使用し、その間にドローン

ポート（ドローンの発着所）を設置する。飛行船の間に設置することにより、横風の

影響を軽減し、ドローンの離着陸を容易にする。 
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(a)上面図 

 

 

 

 

(b) 側面図 

図６－５ 飛行システム 

 

・ドローンポートは、軽量化し、UAV の有視界誘導を可能にするため、GPS 電波の受

信を妨げない樹脂を使用した透明パネル等で適宜構成する。 

・ドローンポートの前後に、図６－６に示すように、可動式の翼を付ける。図６－６

（a）は飛行船上昇時または物資重量増加時の可動翼の動作を、図６－６（b）は飛行

船下降時または物資重量減少時の可動翼の動作を、図６－６（c）は小型 UAV 離発着

時の可動翼の動作を示している。この可動翼により、ドローンの離着時には、角度を

凹型に調整することで前後方向の横風を低減する。飛行船 1台で構成する場合は、ド

ローンと飛行船のハイブリッドシステムであるが、双胴の飛行船の中央に固定翼を設

置した場合は、ドローンと飛行船と固定翼飛行機の 3つの機能を併せ持つ融合システ

ムとなる。 
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図６－６ ドローンポートの可動式翼 

 

・貨物運搬時には、貨物の重量の増減に応じて、可動翼の角度と飛行船の速度を調整

することにより、ペイロード、飛行高度、飛行速度を調整することができる。 

・SPS のパワーソースには、燃料電池を用いる。ドローンポートや飛行船の上面に、

ソーラーパネルを設置し、電力を補給することも可能である。 

・ドローンポート上の充電スタンドは、古山直行博士の充電方式を採用する。 

・充電スタンドに着陸・接合後は、電磁石等により、ドローンポートに固定できるよ

うにする。ドローンポート上に 4つの充電スタンドを配置・固定することによりドロ

ーンポート格納時は、飛行船自体の昇降用ローターとして使用する。また、貨物離脱

時のドローンポートの水平化調整用ローターとしても使用する。この場合、ドローン

ポートはローターの風が通過できるようにメッシュ状または、ネット状の部材で構成

する必要がある。 

 

・災害時や強風時においても、ドローンが使用できるよう、SPS ではドローンポート

の後方端に有線ドローンポートを設置する。 

・ドローンの少なくとも 1つを、ドローン本体とドローンポートを接続するワイヤが

設けられた有線のドローンとする（図６－７）。ワイヤは電力源からドローンに継続

的に送電できるように構成する。 

(a) 

(b) 

(c) 
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・有線ドローン帰還時には、ワイヤをモーターで巻き上げることで、着地誘導を容易

かつ確実なものにする。 

 

図６－７ ワイヤによる電動巻き上げ 

 

・ワイヤはたるむとドローンのローターに巻き込まれるので、たるみを防止するため

のワイヤ長調節機構をワイヤの巻き取り機に設ける。ワイヤは、送電線を兼ねるので、

長時間飛行が可能となる。ワイヤがあるので、強風時、または、海上での使用の際に、

紛失、落下を防止することが可能になる。ローターの上方送電ワイヤを設置するので

ドローンの下部にワイヤ接続部を設ける場合に比べ、ローターへのワイヤの巻き込み、

ワイヤの自重によるペイロードの減少等の問題が解決される。 

・有線のドローンは、地上の動的低空監視、荷物の配送の他、飛行船を地上の目標地

点に係留する際の誘導装置（タグボートの機能）としても使用することができる。 

・有線ドローン格納後は、有線ドローン接合用支柱を水平方向後方に回転させること

により、有線ドローンのローターを飛行船の水平方向の推進力とし使用することがで

きる。 

・飛行船の下部および内側はドローンのローターによる損傷を防止するため、保護膜

で強度を補強する。 
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付録６－４ ドローン用両面飛行ポート（Dual Port System） 

一般的なドローンの飛行船への着地法は、前述の図 6-6のとおりであるが、実際に

屋外で着地する場合、無風である場合はまれで数メートルの横風でもドローンの制御

が困難になる。制御が困難な状態では、ドローンをドローンポートの表面に持ってい

くことが不可能になる。このための対策として、ドローンポートの裏面を利用したデ

ュアルポート・システムを考案した。 

このシステムは通常のドローンポートの裏面をドローンの着地面として利用する

ものである。屋内でドローンを天井に吸着させることは容易であることが、実験から

わかっている。ドローンは、下降時に比べ、上昇時はローターの回転数が高いため、

飛行が安定しており制御も容易になる。 

 

図６－８ ドローン用両面飛行ポート（Dual Port System） 

 

ドローンポートの裏面にローターの先端部が接地した後は、ローターの下方への空

気の流れによりローターとドローンポート裏面（以下「リバースポート」という）と

の間は低圧状態になり、吸着する。ローター軸の先端部がガイドの役割をするため、

接地時にローターを破損することはないが、ドローンが吸着状態にあるためリバース

ポート上で制御が困難になり迷走状態になる。 

 ローター軸の上方の先端部の長さ及び、材質をドローンの形状毎に調整すれば、吸

着の程度を適宜調整することができる。 

ドローンポートに緩やかな傾斜のある接地面を設けることでドローンを所定の位

置に誘導することが可能である。 

図６－８のように、リバースポートを５°～１０°の傾斜面で構成すれば、ドロー

ンポートの前方のＰ点にドローンを遠隔操作することなく誘導が可能になる。Ｐ点に
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到達後は、下方の充電ポートまでの誘導は、第 7章の技術で誘導する。この際前方か

らの風の影響を減少させるため、ドローンポート前方に可動翼を設け、下方に傾斜さ

せるとさらに安定した着地が可能となる。 

  



45 

 

 

付録６－５ 飛行船・ドローン連携システムと地上基地間の通信制御 

 

以下では、地上基地と飛行船とドローンの連携システムについて考察する。 

 

 

 

図６－９ 地上基地と飛行船の間でのドローンの運行 

 

具体例として、飛行船（SkyProbe-JX, AES）を使用し、総重量 115.6 kg、全長 14 

m、最大径 4 m、ペイロード 5 kg、電波有効限界、見通し直線距離で約 1 km、目視で

きない状況・距離では操縦不可と条件設定する。飛行速度最大 50 km/h.、滞空時間 1

時間以上（巡航速度 30 km/h.の場合に相当する）で、エンジンはガソリンエンジンを

使用する。SkyProbe III の場合はペイロード 25 kg、全長 18 m、最大径 3.6 m、最大

速度 50 km/h.、航続時間 120分である。ドローンは、ミニサーベイヤーGEO を使用す

る。この場合、離陸総重量 9 kg（ペイロード推奨 3 kg最大 6 kg）、飛行時間 10-30

分である。この場合のドローンと飛行船の間の構想図を図６－１０に示す。 
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図６－１０ ドローンと飛行船の間の構想図 

 

通信制御に関わる構想図を図６－１１に示す。 

 
図６－１１ 通信制御の構想図 

 

本システムは、次の用途が考えられる。 

・この SPS により里山や離島に飛行船が着陸することなく、小ロットの貨物を、複数

のポイント配送が可能となる。 
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・災害時には、SPS を派遣することにより、飛行船により、広域の静的監視とドロー

ンによる低空での詳細な動的監視を同時に行うことが可能となる。 
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 第 7章 回転翼無人機の自動着地・充電システム 

 

７－１ 背景 

 

新潟市から佐渡までを回転翼無人機で航行しようとすると、現在高容量を誇ってい

るリチウムイオンバッテリーを電源として用いても航行途中で充電しないと佐渡ま

でいけない。海上のブイにヘリポートを作り、ブイに自動着地させて充電する必要が

ある。 

以下では、海上のブイに自動着地して充電する方法を述べるが、本手法は山間部に

沿った長距離移動や上空の飛行船への自動着地などへの応用も可能である。 

 

７－２ GPSによる測位誤差 

 

自動航行、自動着地には GPS による測位が必要である。GPS を用いた測位法には各

種あり、測位法により測位誤差が違ってくる(1)-(3)。単独測位では誤差が水平方向

で 20m あるが、航行時にはこれで十分である。他方搬送波の位相も用いた RTK－GPS

法ならば誤差を水平方向 5cm鉛直方向 10cmに抑えられるので着地時には RTK－GPS法

が有効である。 

 

７－３ 充電方法 

 

自動着地して充電することを考えるとリチウムイオンバッテリーの充電には非接

触電力伝送法を用いるのがよい。電磁誘導方式と磁気共鳴方式が考えられるので両者

の比較を表 7-1に示す(4)-(7)。 
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表 7-1 電磁誘導方式と磁気共鳴方式の比較 

 

 電磁誘導 磁気共鳴 

エネルギ

ー伝送原

理 

コイルを貫く磁場が変化するとコ

イルに電流が流れるというファラ

ディーの法則を利用 

2006年に MITの Marin Soljacicが

開発した磁気共鳴現象を利用 

利用周波

数 

数 10kHz～100kHz 10MHz 

伝送距離 短い（1mm～1cm） 長い（10cm～2m） 

伝送効率 高い（90％（送電距離 1mm）） 低い（40％（送電距離 2m）） 

特徴 磁気共鳴方式に比べて短距離では

高効率の伝送が可能、しかし長距

離の伝送が不可能 

電磁誘導方式に比べて長距離で伝

送できる、しかし伝送効率が低い     

 

 

７－４ 海上のブイに設けたヘリポートへの自動着地および充電方法の手順 

 

海上のブイは潮流や風によって位置を移動する。刻々と位置を変えるブイ上に設

けたヘリポートに回転翼無人機を着地および充電する手順は以下のとおりである。 

（１） 出発地ではブイの GPS位置を回転翼無人機にインプットして離陸 

（２） ブイは潮流により位置を変えるので、時々刻々のブイの位置はブイに取り付

けた GPS 受信機を使って RTK－GPS 法で正確に測定する。この位置をブイに取り

付けた発信器アンテナから発信する。 

（３） 出発地でインプットした GPS 位置情報に従ってブイに近づいた回転翼無人機

はブイが発信する位置情報を受信して出発地でインプットされたブイの位置情報

を書き換える。 

（４） 回転翼無人機に備え付けられた GPS受信機も RTK－GPS法により正確な GPS位

置を割り出す。 

（５） 回転翼無人機に備え付けられた GPS受信機は RTK－GPS法により時々刻々の正

確な GPS 位置を割り出しており、ブイから送られた GPS 位置情報と一致するよう

に移動する。但し、回転翼無人機がブイと同じ高度で水平方向に近づくとブイに

衝突することになる。これを避けるために、回転翼無人機はブイに衝突しない高

度を飛行し、水平方向の GPS 位置がブイと一致してから高度を下げるようにプロ

グラムする。また回転翼無人機がブイの直上に来るとブイの GPS 受信機は GPS 電

波を受信できなくなり、誤った GPS 位置を発信する可能性がある。捕捉する GPS

衛星の数が 5 個以上なら Fix 解が得られるので RTK-GPS 法が起動するが、その後

に3個以下に落ちると Fix 解から Float解となり RTK-GPS法が使えなくなる（8）。
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Float 解では誤差が大きいのでブイの GPS 位置の発信を止めることによって回転

翼無人機に記録されているブイの GPS位置を書き換えないようにする。 

（６） 電磁誘導を用いて電力を送受電する場合の回転翼無人機の構造を図 7-1 に示

す、また対応するブイ上のヘリポートの構造を図 7-2 に示す。繁雑になるので図

7-2 には示さないが、着地時の突風により回転翼無人機が海上に墜落するのを防

ぐためにヘリポートの周囲に風除けを設置するのが良い。風除けの機能とともに

万一回転翼無人機が風に流されても風除けに衝突して海への落下を防いでくれる。 
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プロペラ 

GPS 受信アンテ

ナ 

ブイの GPS 位置

受信アンテナ 

コイル 

鉄心 

図 7-1 電磁誘導で送受電する場合の

回転翼無人機の構造 

φ200mm 

非金属 

鉄心 

非金属 

（b）底面図 

(a)側面図 
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鉄心 

非金属 

 

(a)上面図 

210mm 

非金属 

ブイの GPS 位置

送信アンテナ 

鉄心 

GPS 受信

アンテナ 

コイル 

(b)側面図 

図 7-2 電磁誘導で送受電する場合の

ヘリポートの構造 
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（７） RTK－GPS 法によるブイの GPS 位置誤差は 5ｃｍであり、回転翼無人機の位置

誤差も 5ｃｍである。ドッキングのために設けた回転翼無人機の凸部基部の直径

は 20ｃｍでありヘリポートに設けた凹部の直径は 21ｃｍあるので GPS 位置誤差

よりも十分に大きい。しかし着地のときに図 7-3（a）のように傾斜することも考

えられる。着地後には離陸できない程度の回転数でプロペラを回すことによる振

動で図 7-3(b)の状態にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） コイルに直流電流を流すと電磁石ができる、電磁石に引き寄せられて回転翼

無人機は回転して図 7-4（a）の状態から図 7-4(b)の状態に移る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）傾斜着地 （ｂ）正常着地 

図 7-3 傾斜着地をした場合にはプロペラの

振動を利用して正常着地に直す 
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（９） ヘリポートの鉄心と回転翼無人機の鉄心が一致するとコイルの直流電流が増

加するので一致したことがわかる。コイルに直流電流を流すのを止めて交流電流

を流すと電磁誘導により回転翼無人機のコイルに交流電流が発生する。これを利

用して回転翼無人機のバッテリーを充電する。 

 

７－５ 他のドッキング構造との比較 

 

図 7-5は回転翼無人機のドッキング部分が凹であり、ヘリポートの方が凸の構造で

ある。ヘリポートの凸部の高さは自由に変更できるが、高くすると電磁誘導方式では

電力の送電ができないので磁気共鳴方式で送電することになる。磁気共鳴方式では図

7-4 の操作は不要である。図 7-3 の方式ではドッキング時に万一凹凸が外れていても

プロペラの振動により入る可能性があるが、図7-5では凸部が障害になって入らない。 

  

 

 

 

 

 

 

ヘリポート 

ヘリポート側の

鉄心 

回転翼無人機側

の鉄心 

（a）電磁石励磁前 （b）電磁石励磁後 

図 7-4 ヘリポートのコイルに直流電流を流すと電磁

石が励磁されてヘリポート側の鉄心と回転翼無人機の

鉄心が離れていたのが一致する。（ａ）→（ｂ） 
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ヘリポートが海上にある場合には図 7-3に示す電磁誘導法で問題ないが、火山活動

を監視するために地震計の付いたヘリポートを火山灰の降る火山に設置して回転翼

無人機からヘリポート経由で地震計に送電する場合や山間部で落ち葉の積もる場所

に置いてヘリポートから回転翼無人機に送電する場合ではヘリポート上に異物が堆

積する。送受電の間隔が多少開いていても送電できる磁気共鳴法にする必要がある。

図 7-6、図 7-7に構造を示す。 

 

  

回転翼無人機 

ヘリポート 

図 7-5 ドッキング部分の回転翼無人機側を

凹とし、ヘリポート側を凸とした構造。 
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φ210mm 

GPS 受信アンテ

ナ 

プロペラ 

ブイの GPS 位置

受信アンテナ 

コイル 

非金属 

(a)側面図 

非金属 

コイル 

（b）底面図 

図 7-6 磁気共鳴で送受電する場合

の回転翼無人機の構造 
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コイル 

ヘリポート 

(a)上面図 

200mm 

GPS 受信

アンテナ 

非金属 
ヘリポート 

（非金属） 

ブイの GPS 位置

送信アンテナ 

コイル 

(b)側面図 

図 7-7 磁気共鳴で送受電する

場合のヘリポートの構造 
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７－６ 先行技術との比較 

 

図 7-8は Patent No. : US 9,139,310 B1の FIG. 6である。この特許は回転翼無

人機がバッテリー基地に自動着地してバッテリーを自動交換して自動離陸する手法

を述べたものであり、バッテリーを回転翼無人機に付けたままで充電する方法ではな

い。図 7-8の 603は円錐状の凸部でありバッテリー基地にある 604の凹部と一致して

回転翼無人機の位置を定める。しかしこの方法ではバッテリー基地に砂やゴミが溜ま

ると凹部が埋もれてしまって回転翼無人機の位置が定まらない。図 7-8に示すように

回転翼無人機には二つの円錐状の凸部があって両方の凸部がバッテリー基地の凹部

と一致して回転翼無人機の位置が定まる仕組みである。 

 

 

 

 

 

 

図 7-8 Patent No.：US 9,139,310 B1 
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凸部中心と凹部中心の誤差は図 7-9に示すように凹部の直径の 1/2以下である必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Patent No. :US 9,139,310 B1 の着地手法は図 7-8 に示すように凸部と凹部を 2

組使う機構であるので形状が複雑になり、許容誤差が小さくなることが考えられる。

また図 7-8に示す手法では 2つの凸部の方向と 2つの凹部の方向は同一でなければな

らない。図 7-9 では一組の凸部と凹部しかないのでこのような方向性の制約がなく、

実用性が高い。 

 

７－７ まとめ 

 

 移動するヘリポートから発信する自身の GPS 位置に回転翼無人機が自動着地した

後に、二種類の非接触電力伝送によってバッテリーを自動充電する方法を示した。こ

れによって航続距離の短い回転翼無人機でも新潟市から佐渡までを航行することが

可能になるだけでなく、山間部に沿った長距離移動や上空の飛行船への自動着地等も

可能になる。 

  

L 

回転翼無人機 

L/2 

ヘリポート 

図7-9 着地時の凸部中心と凹部中心の許容誤差

は凹部の直径の 1/2 
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付録 ７－Ａ ＧＰＳ衛星による測位法 

 

７－Ａ－１ 測位原理 

 

 全地球測位システム(Global Positioning System，GPS)では GPS衛星に搭載された

総ての原子時計が同期しており、更にこの時刻に GPS受信機の時計も同期している必

要がある。同期していれば時間差に光速を乗じることによって距離を導き出すことが

でき、3 個の衛星から受信した電波によってそれぞれの衛星までの距離を計算して地

球上の一地点を特定できる。 

 

７－Ａ－２ 衛星軌道 

 

GPS 衛星が気象衛星ひまわりのような静止衛星ならば衛星の位置が固定なので衛星

とGPS受信機との距離を簡単に計算できる。しかし静止衛星は赤道上に限られており、

また地球の自転と同期して回らなければならない。同期するには地球の重力との関係

で軌道は地上 36,000ｋｍに限られている。赤道上の衛星だけを受信して地球上の位

置を決めようとすると南北方向の測位誤差が大きくなる。GPS衛星は地上 20,000ｋｍ

の高度で赤道を斜めに横切る軌道上を回っている。従って GPS衛星の位置は時々刻々

と変化している。各 GPS 衛星は軌道情報を発信しており、GPS 受信機はこの軌道情報

を基に時々刻々の衛星位置を知る（1）。GPS 衛星が予定軌道を外れるとアメリカ空軍

の GPS衛星監視センターは GPS衛星を予定軌道に戻すか、遠隔操作で軌道情報を書き

直している（2）。 

 

７－Ａ－３ GPS時刻の設定 

 

はじめに基準となる GPS 時刻を設定して、総ての GPS衛星と GPS受信機はこれに従

うように構成する。GPS 時刻は GPS を管理運用しているアメリカ空軍の GPS 衛星監視

センターのものと思われる。当然であるが「うるう秒」はなく、国際標準時よりも 16

秒遅れている。 

 

７－Ａ－４ GPS衛星に搭載された総ての原子時計を同期させる方法 

 

GPS 衛星は既定の軌道を回りながら毎秒パルスを発射している。時刻毎の衛星の軌

道上での位置は分かっているため、そこからアメリカ空軍の GPS衛星監視センターま

での距離もわかる。したがって監視センターにある基準の時刻に対して衛星が発射し

た秒パルスの遅れ量が計算できる。この計算値と実際に受信した秒パルスの差が衛星

にある原子時計の時刻ずれである。この時刻ずれ量は衛星が発射する秒パルスの後に
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送られる付属信号の中に入っている。また、GPS監視センターが常に書き換えている。

総ての GPS衛星についてこの操作を行うことで GPS衛星に搭載された総ての原子時計

をソフトウェア的に同期させることができる（3）。 

 

７－Ａ－５ GPS衛星と GPS受信機の時刻を同期させる方法 

 

GPS 受信機が GPS 衛星の原子時計と同期していれば衛星が発射した時刻と受信した

時刻の差に光速を乗じることによって衛星までの距離を知ることができ、3 個の衛星

からの電波を受信して、それぞれの衛星までの距離を計算することによって地球上の

一地点を特定できる。GPS 受信機の時刻を GPS 衛星の時刻とソフトウェア的に正確に

同期させるためには最低 4個の GPS衛星からの電波を受信する必要がある。 

GPS衛星は地上 20,000 km～27,000 kmにあるので、GPS受信機が時刻信号を受信す

る約 70 ms前に信号が発射されたことが分かる。衛星 1が時刻情報を発射した時刻を

T、衛星 1が発射した電波が GPS受信機に届くまでの真の時間をｔ1、GPS受信機が GPS

衛星と同期していないことによる時刻のずれ量をΔｔ、衛星 1からの時刻情報を同期

していない GPS受信機が受信した時刻を T1とすると 

T+t1+Δt=T1 (1) 

が成り立ち、衛星 2、衛星 3、衛星 4についても同様に次式が成り立つ。 

T+t2+Δt=T2 (2) 

T+t3+Δt=T3 (3) 

T+t4+Δt=T4 (4) 

条件を簡単にするために総ての衛星が T=0で時刻情報を発射すれば 

t1=-Δt+T1 (5) 

t2=-Δt+T2 (6) 

t3=-Δt+T3 (7) 

t4=-Δt+T4 (8) 

が成り立つ。GPS 衛星の位置情報（X1，Y1，Z1）は衛星からの電波の中に含まれてお

り既知、GPS受信機の位置を(ｘ，ｙ，z）、光速を Cとすると次式が成り立つ。 

C2(-Δt+T1)2=(X1-x)2+(Y1-y)2+(Z1-z)2 (9) 

C2(-Δt+T2)2=(X2-x)2+(Y2-y)2+(Z2-z)2 (10) 

C2(-Δt+T3)2=(X3-x)2+(Y3-y)2+(Z3-z)2 (11) 

C2(-Δt+T4)2=(X4-x)2+(Y4-y)2+(Z4-z)2 (12) 

4 次元方程式を解くことによってΔｔ、ｘ、ｙ、ｚの 4 つの値を求めることができ

る。また、Δｔを知ることにより GPS受信機の時刻を GPS衛星の時刻とソフトウェア

的に同期させることができる。同期には 4個の衛星の情報が必要であり、一旦同期し

ても 3個の衛星しか受信できなくなった場合には GPS受信機内蔵のクオーツ時計でタ

イミングを取るが 2分程度で同期がずれて測位誤差が大きくなる。 

GPS 衛星の原子時計は最小約 0.5 ns で補正、管理されているので GPS 受信機は高
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精度時計であり、衛星が発する秒タイミングのパルスを受信すれば高精度周波数標準

機となる。 

 

７－Ａ－６ 衛星を用いた測位法各種 

 

 衛星を用いた測位法としてＧＰＳの他にロシア宇宙軍によって運用されている全

地球航法衛星システム（Global Navigation Satellite System、GLONASS）や EUによ

って運用されているガリレオがあり、総称して汎地球測位航法衛星システム（Global 

Navigation Satellite System、GNSS）と呼ぶ（4）。 

測位方式には受信機単体で受信した電波によって測位を行う単独測位と、複数の受

信機を使用して既知の座標点を基準とした相対測位がある（4－6）。 

RTK―GPS 測位においては GPS 衛星からのデジタル情報だけではなくて基準局との

比較で搬送波の位相も測位に用いて測位誤差を小さくしている。この手法では初期化

といわれる整数値バイアスを決定する必要があり、この値は 5個以上の衛星を受信し

て推測→決定の手順で確定される（7）。 
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(5) GPS技術情報＿単独測位、DGPS測位、RTK測位により高精度な位置測定 

http://www.vboxjapan.co.jp/VBOX/techinfo/About_GPS/VBOX_techinfo_GPS.html  

(6) GNSS｜公共事業における情報化施工の概要 
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第８章 無人機と飛行船の特許出願動向 

 

８－１ 無人機の充電に関する特許出願動向 

 

 無人機の充電に関する特許出願を特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）1)の「特

許・実用新案テキスト検索」において、以下の検索キーワードより公開特許公報の検

索を行った結果、38 件が抽出された。その中から関連する可能性のある特許出願を調

査したところ以下の①～⑥の 6 件を抽出した（2015 年 12 月 9 日実施）。 

 

検索キーワード： 

要約＋請求の範囲： バッテリ or 充電 or 電池 or 電源 or 給電 

and 

要約＋請求の範囲： ドローン or 電動飛行 or 無人飛行 or 無人航空 or UAV 

 

① 特開２０１５－１８９４３５ 無人機搭載部及びモジュール装甲 

② 特開２０１５－１８９３２１ 無人飛行撮影装置 

③ 特表２０１３－５３１５７３ 再構成可能なバッテリ式の無人機システム 

④ 特開２０１２－５１５４５  プリント回路基板を用いた無人飛行体 

⑤ 特開２０１０－２０８６２３ テザエネルギー供給システム 

⑥ 特開２０１０－１３７８４４ ダクテッドファン無人航空システム用のハイブリ

ッド動力 

 

以下、これら①～⑥までの特許出願について、その要約と代表図面を示す。 

 

① 特開２０１５－１８９４３５ 無人機搭載部及びモジュール装甲 

【課題】大がかりな装甲車両の改造を必要としない装甲車両用の無人機搭載部及

びモジュール装甲を提供する。 

【解決手段】無人機搭載部１４は、ロック解除構造１２８と、ケーブル４２と、

無人機用コネクタ４０とを備える。ロック解除構造１２８は、無人航空機の搭載

及び分離を行う。ケーブル４２は、無人航空機に対して動力源の供給又は制御信

号の伝達を行う。無人機用コネクタ４０は、ケーブル４２の先端部に配置され、

無人航空機に対して着脱可能である。 
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② 特開２０１５－１８９３２１ 無人飛行撮影装置 

【課題】撮影装置を搭載した無人飛行体による長時間の撮影を可能とした無人飛

行撮影装置を提供する。 

【解決手段】無人飛行撮影装置１は、撮影装置を搭載した撮影用無人飛行体２と、

撮影用無人飛行体２から離れた位置に設けられた外部電源４と、撮影用無人飛行

体２に搭載された電気機器と外部電源４とを接続した電線５と、外部電源４と撮

影用無人飛行体２との間に設けられて電線５を支持する線支持用無人飛行体６と、

線支持用無人飛行体６に搭載された電気機器と外部電源４とを接続した電線７と、

を備えたことを特徴とする。 
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③ 特表２０１３－５３１５７３ 再構成可能なバッテリ式の無人機システム 

高耐久化された一体型バッテリ、負荷支持ボディ、負荷支持ボディ上の２つのア

ーム、２つのロータを持つ各アーム、負荷支持ボディの上にマウントされた制御

モジュール、その制御モジュールの上にマウントされたペイロードモジュール、

及び降着装置として構成されるスキッドを含むクワッドロータＵＡＶ。２つのア

ームは、地上車両使用のための車輪を持つアームと、水上面使用のためのフロー

ト及びプロペラを持つアームと、及び水中使用のためのピッチ制御されたプロペ

ラを持つアームと、交換可能である。制御モジュールは、取り付けられるアーム

のタイプに依存して、無人航空機、無人地上車両、無人（水）上艇、及び無人潜

水艇として動作するように構成される。 

 

④ 特開２０１２－５１５４５ プリント回路基板を用いた無人飛行体 

【課題】構造を単純化して小型化させ、組立性を向上させて軽量化すること、飛

行体の歪みを防ぎ、着陸時に外部衝撃を吸収して安定的な着陸を可能にすること、

飛行時の安定性を確保すること、のいずれか１つまたは複数を実現すること。 

【解決手段】電源供給および飛行動作を制御するメインボードと、電気エネルギ

ーを機械エネルギーに変換させてプロペラを回転させるモータと、遠隔操縦機か

ら出る信号をモータ制御が可能な信号に変換させてメインボードとモータを連結

するＰＣＢフレームと、モータによって回転して推力を出すプロペラと、遠隔操

縦機の制御信号を受信する受信機と、クォードロータのモータ回転速度および方

向転換を制御する遠隔操縦機とを含むＰＣＢを用いた無人飛行体を実現すること

により、無人飛行体構造を単純化して小型化し、組立性を向上させて軽量化する

ことができる。 
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⑤ 特開２０１０－２０８６２３ テザエネルギー供給システム 

【課題】無人航空機のためのテザ連続エネルギー供給システムを提供する。 

【解決手段】地上ステーション１４と、地上ステーションエネルギーシステム１

６と、回転ジョイントのところで地上ステーションエネルギーシステムに連結さ

れるスプール１８と、スプールに巻かれるテザ２０とを有し、テザの第１端部２

２は回転ジョイントに連結され、テザ連続エネルギー供給システムはさらに、ス

プールおよび地上ステーションエネルギーシステムの両方に連結される張力制御

モーター２４と、テザの第２端部２３に連結される無人航空機１２と、ＵＡＶエ

ネルギーシステム２６と、テザ連続エネルギー供給システムを通って移動する流

体と、テザ連続エネルギー供給システムに含まれる複数のセンサから信号を受け

取りおよび伝達する張力制御システムと、テザ連続エネルギー供給システムに含

まれる複数のセンサから信号を受け取りおよび伝達する分散型制御システム３０

とを有する。 
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⑥ 特開２０１０－１３７８４４ ダクテッドファン無人航空システム用のハイブリ

ッド動力 

【課題】垂直離着陸ダクテッドファン航空機用の推進系を提供すること。 

【解決手段】この推進系は、内燃機関と、電動発電機を含む電動機と、電動機駆

動装置と、電池とを備える。電動機駆動装置および電池は、航空機に組み込まれ、

ダクテッドファン航空機に動力を供給する。電動機は、リングモータ発電機を備

えることができる。動作の際には、こうした二重推進系は、重量節約の選択肢と

して働いて、ダクテッドファン無人航空機の２つの動力源を可能にする。 

 

 

８－２ 無人機の着陸に関する特許出願動向 

 

 無人機の着陸に関する特許出願を特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）(1)の「特

許・実用新案テキスト検索」において、以下の検索キーワードより公開特許公報の検

索を行った結果、44 件が抽出された。その中から関連する可能性のある特許出願を調

査したところ以下の①～⑥の 5 件を抽出した（2015 年 12 月 9 日実施）。 

 

検索キーワード： 

要約＋請求の範囲： 着地 or 接地 or 着陸 

and 

要約＋請求の範囲： ドローン or 電動飛行 or 無人飛行 or 無人航空 or UAV 

 

① 特開２０１５－６８７４ 次元証拠グリッドを使用する自律着陸のためのシステ

ムおよび方法 

② 特開２０１２－２４５８３２ 小型無人飛行機の翼構造 

③ 特開２０１１－２４０７４５ 無人飛行体の着陸を支援する方法、及び無人飛行
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体 

④ 特開平６－２９３２９６ 垂直離着陸および水平巡航飛行を行う無人飛行機 

⑤ ＷＯ２０１０／１３７５９６ 移動体制御装置及び移動体制御装置を搭載した移

動体 

 

以下、これら①～⑤までの特許出願について、その要約と代表図面を示す。 

 

① 特開２０１５－６８７４ 次元証拠グリッドを使用する自律着陸のためのシステ

ムおよび方法 

【課題】無人航空機（ＵＡＶ）の自律着陸のための方法を提供する。 

【解決手段】機載センサを使用し、オブジェクトに対応するセンサデータを取得

するステップと、センサデータに基づく３次元世界モデルである次元証拠グリッ

ドを作成するステップ１０１と、先験的データを３次元証拠グリッドと結合させ

るステップ１０５と、３次元証拠グリッドおよび先験的データに基づいて着陸ゾ

ーンを捜し出すステップ１０７と、着陸ゾーン内の空いている地点を確認するス

テップ１０９であって、その空いている地点の表面の表面状態評価を実行するス

テップを含むステップと、着陸ゾーン運動特性評価を生成するステップと、その

３次元証拠グリッドデータを処理して、空いている地点の１つにその飛行機を着

陸させるための飛行制御を生成するステップ１１１と、その飛行制御に従ってそ

の飛行機を制御してその飛行機を着陸させるステップとを含む。 

 

② 特開２０１２－２４５８３２ 小型無人飛行機の翼構造 

【課題】手投げ発進等に好適で分解して個人携行が可能な小型軽量化を実現する
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と共に、不整地面への着陸時や機体の姿勢が崩れた際の接地時等に衝撃荷重を緩

和させる小型無人飛行機の翼構造を提供することにある。 

【解決手段】無尾翼型の空力面を有する全翼機型の主翼と、前記主翼の後縁部左

右両側に配設された操舵翼と、少なくとも一の推進手段と、を具える小型無人飛

行機において、前記主翼が、中央翼と、その中央翼の両端部にそれぞれ配置され

た二枚の外翼とを具え、前記外翼が前記中央翼に、位置決め部材と連結部材とに

より分離可能に固定されており、前記位置決め部材が、所定以上の衝撃により破

損する少なくとも一つの緩衝部材を含み、前記連結部材が、前記緩衝部材の破損

により分離することを特徴とする、小型無人飛行機の翼構造である。 

 

③ 特開２０１１－２４０７４５ 無人飛行体の着陸を支援する方法、及び無人飛行

体 

【課題】無人飛行体を自律飛行により着陸目標地点に確実かつ安全に着陸させる。 

【解決手段】無人飛行体（ヘリコプタ１０）が、着陸目標地点１８１４に併設さ

れる複数の第１アンテナ２２４１の夫々から送信される複数の第１無線信号（位

置標定信号８００）の位相差に基づき着陸目標地点１８１４から見た自身の方向

を取得し、第２無線信号（無線信号１１００）を送信し、着陸目標地点１８１４

に併設された第２のアンテナ１０２１から送信されてくる、第２無線信号に同期

させた第３無線信号（無線信号１１５０）を受信し、第２無線信号と第３無線信

号の位相差に基づき、着陸目標地点１８１４から自身までの距離を取得し、取得

した方向と距離とに基づき自身の現在位置を取得し、取得した現在位置に基づき

飛行する第１飛行モード（位置標定自律飛行モード）で着陸目標地点１８１４に

向けて自律飛行するようにする。 
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④ 特開平６－２９３２９６ 垂直離着陸および水平巡航飛行を行う無人飛行機 

【目的】垂直離着陸、ホバーリング、高速水平巡航飛行能力を備える無人飛行機

の提供。 

【構成】胴体前部１６が、エンジンを格納し、前記胴体前部の軸線に直角な面内

にある複数のプロペラを有する単一の回転翼を装着する。前部と軸線を共有する

胴体後部１８は、胴体前部の後部に固定され、航空電子工学装置を格納する。複

数のステーターが、プロペラと平行な面内で、胴体後部の外方に延在する。１つ

のドーナツ型のダクト１２が、回転翼組立体とステーターを取り囲み、ステータ

ーに固定される。複数の可動尾翼が、ダクトと胴体後部のステーター後部の間に

固定される。前記航空電子工学装置が、機の各姿勢と状態を制御する。センサー

などの有償荷重は胴体前部に収容される。 

 

⑤ ＷＯ２０１０／１３７５９６ 移動体制御装置及び移動体制御装置を搭載した移

動体 

【課題】ＧＰＳ装置を用いずに、障害物の回避や平坦な場所への着陸などを行え

るように、移動体の周辺に存在する物体などを検知し、その物体との距離や、そ

の物体の輪郭を検知するための移動体制御装置を提供することなどを課題とする。 

【解決手段】移動体に取り付けられて利用される移動体制御装置であって、指向

性の弱い超音波を利用して、近接する周辺物体までの距離を計測し、その計測結

果である近接情報を出力するための超音波センサ部と、振動することで移動体か

らみて所定のスコープ内に赤外線センサから赤外線を繰り返し射出し、前記所定

スコープ内の物体の輪郭と輪郭までの距離を計測し、その計測結果である輪郭情

報を出力するための赤外線センサ部とを有する移動体制御装置。 
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８－３ 無人機と飛行船の連携運用に関する特許出願動向 

 

 無人機と飛行船の連携運用に関する特許出願を、特許情報プラットフォーム（J-

PlatPat）(1)の「特許・実用新案テキスト検索」および米国特許庁特許出願データベー

ス(2)において検索を行った。 

 

A) J-PlatPat検索結果 

以下の検索キーワードより公開特許公報の検索を行ったところ 26件が抽出された。

その中から関連する可能性のある特許出願を調査したところ以下の①、②の 2件を抽

出した（2016年 2月 29日実施）。 

 

検索キーワード： 

要約＋請求の範囲： 飛行船 and 無人 

 

① 特開２０１２－２４４８３７ 電装置、発電システム及び発電方法 

② 特開２００６－３４３０２８ 防空システム 

 

以下、これら①、②の特許出願について、その要約と代表図面を示す。 

 

① 特開２０１２－２４４８３７ 電装置、発電システム及び発電方法 

【課題】太陽電池を用いて多くの電力を得ることを目的とする。 

【解決手段】光エネルギーを電力に変換する太陽電池７が気嚢に搭載された飛行

船４３と、太陽電池７で変換された電力を蓄えるバッテリー１０を有する複数の

無人プレーン９とが編隊飛行する。ある無人プレーン９のバッテリー１０が充電
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されると、その無人プレーン９は編隊飛行から離れ降下してバッテリー１０を交

換しに向かい、残りの無人プレーン９は編隊飛行を継続する。 

 

 

 

② 特開２００６－３４３０２８ 防空システム 

【課題】複数の防空システムで情報を共有することができるようにし、これによ

り脅威目標に対する対応を強化した防空システムを提供すること。 

 

【解決手段】センサ搭載型航空機、地上のセンサ等の各種センサからの目標情報



74 

 

等を飛行船において収集し、統合した統合目標情報を生成する。そして、防空シ

ステムを構成する陸上の SAM システム等や、侵攻目標を要撃する航空機、無人機

（UAV）等に統合目標情報を分配、伝達して、個々の防空システムや構成品単独で

は得られなかった情報を共有化できるようにする。このような手段により、限ら

れたセンサ情報しか得られない地上側防空システムに、より多くの情報を直接的

または間接的に与えることができ、脅威目標に対してより早く、より効率的に、

より正確に対応、対処することが可能になる。 

 

B) USPTO Patent Application Full Text and Image Database 検索結果 

以下の検索キーワードより公開特許公報の検索を行ったところ 50件が抽出された。

その中から関連する可能性のある特許出願を調査したところ以下の①～③の 3 件を

抽出した（2016年 2月 29 日実施）。 

 

検索キーワード： 

Description: airship and UAV 

 

① US 2009/0072078 A1  High Altitude Airship Configuration And Power 

Technology And Method For Operation Of Same 

Abstract   A new High Altitude Airship (HAA) capable of various extended 

applications and mission scenarios utilizing inventive onboard energy 

harvesting and power distribution systems. The power technology comprises 

an advanced thermoelectric (ATE) thermal energy conversion system. The high 

efficiency of multiple stages of ATE materials in a tandem mode, each suited 

for best performance within a particular temperature range, permits the ATE 

system to generate a high quantity of harvested energy for the extended 

mission scenarios. When the figure of merit 5 is considered, the cascaded 

efficiency of the three-stage ATE system approaches an efficiency greater than 

60 percent. 
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FIG. 21 is a perspective view of a novel unmanned or manned aerial (UAV or 

MAV) configured for electric propulsion power to be wirelessly transmitted. 

 

[0076] Another potential embodiment of the inventive HAA configuration 

includes a base for UAV or MAV airships. A novel lightweight, high 

performance, long endurance UAV configuration, as shown in FIG. 21, has been 

developed that combines a polymer structure with an electrical power 

generating system to produce new missions and capabilities for air vehicles. As 

presently envisioned, this class of UAV satisfies aeronautical missions for high 

altitude, characterized by long endurance, electric propulsion, propellantless, 

and emissionless. The configuration utilizes a polyimide structural material 

for creating the primary wing and fuselage elements of the vehicle. The 

polymer structure functions to carry normal, bending, and pressure loads as 

experienced from sea-level to cruising altitudes. The polymer structure 

incorporates arrays of rectennas 180b to form a wireless power generation 

system. The rectenna system 180b has been demonstrated at microwave 

wavelengths (X-Band) to provide 275 volts from 18 milli-Watts of incident 

energy. The rectenna system 180b can be designed for other and higher 

frequencies depending on configuration requirements, atmospheric 

transmissibility, etc. The resulting electrical energy can be used as power for 

electrical motors for propulsion of the UAV's alone, in combination with 

electrical storage systems, or in combination with other hydrocarbon engines, 

including hybrid modes of operation. 

 

[0077] As conceived, the UAV is air-launched from and returned to the HAA 
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base. The HAA base for UAVs is built under the HAA, as shown in FIGS. 14 

and 15. The UAVs may also be launched or retrieved by hand, machine, towing, 

or dropped from other aircraft and/or helicopters. By nature of the structural 

material and concept of utilization, the UAV does not require landing gear or 

skids. As such, the structural design requirements for takeoff, landing, and 

taxiing are reduced or eliminated and thereby relax the overall structural 

design loads and requirements. 

 

[0078] To sustain a long duration operation, the helium or helium/hydrogen 

mixture filled fat-body airframe of UAVs is considered to reduce the power 

requirement for propulsion by both reducing the body weight and increasing 

the lift force by buoyancy. The fat-body framed UAV mode 210 to be propelled 

by electric motors is shown in FIG. 21. Two electric motor driven propellers 211, 

212 are located at both the wing-tips and control the flight direction by 

changing rotational speed. The power for these planes is obtained from 

microwave through rectenna arrays 180b that are integrated on the skin of the 

airframe. The range of maneuver is determined by the envelope of microwave 

beaming column and the guided direction of beam. As long as any MAVs or 

UAVs are within the beam column, the power is continuously fed into them. 

 

[0079] Suppose that a UAV has a 10 m.sup.2 rectenna arrays that are 

integrated into the skin of fuselage and both wings as shown FIG. 21. If 1 MW 

of microwave power as described in the block diagram of FIG. 20 is transmitted 

at w-band, the power flux density of microwave at the ground level will be 

approximately 60 mW/cm.sup.2. The power received by a UAV which is a 20 

km away to the ground level and has a 10 m.sup.2 rectenna arrays will amount 

to be 6 kW within the power beam column of 50 meters in diameter. Using the 

same logic shown in FIG. 19, the power is allocated to the propulsion system 

and other functional systems, such as probes. Suppose that the maneuver of 

the UAV requires 4 kW of the received power. The rest can be used for sensors 

and probes for other operations. However, the power receiving area of MAVs or 

UAVs is limited due to their own limited sizes. Therefore, they require an extra 

lifting force to stay aloft. The helium-filled MAV or UAV 210 as shown in FIG. 

21 will gain an extra lifting force. The UAV size of 5 m.sup.3 helium filled will 

gain the buoyancy force of 51 N which will reduce the weight by approximately 

5 kg. 
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② US 2015/0360797 A1  UNMANNED AIR VEHICLE RECOVERY SYSTEM 

Abstract   Embodiments of the present disclosure relate generally to safe 

arrestment and recovery of an airborne unmanned air vehicle (UAV). Specific 

embodiments provide a 360 degree capture engagement cage that can recover 

a UAV approaching from any direction. The systems described herein may be 

used regardless of wind direction. The systems described herein may also be 

used as an air-only based system. Other embodiments may be used as 

including both an upper and lower tether for the engagement cage. 

 

 

  



78 

 

③ US 2008/0087762 A1  SYSTEM, METHOD, AND APPARATUS FOR HYBRID 

DYNAMIC SHAPE BUOYANT, DYNAMIC LIFT-ASSISTED AIR VEHICLE, 

EMPLOYING AQUATIC-LIKE PROPULSION 

Abstract   A method and system for air flight is shown. The blended lifting 

body system includes a lift module, a propulsion module, a payload module and 

a control system. A conventional control system morphs the other modules 

through variable buoyant lift, internal structures and a flexible exterior, and 

varies bio-inspired oscillation in the propulsion module in order to facilitate 

takeoff, flight and landing. The hybrid dynamic/morphing shape buoyant, 

dynamic lift-assisted (hybrid) air vehicle, employing aquatic-like (e.g. fin) 

propulsion was discussed, with many variations and examples. 

 

 

 

 

 

参考文献等 

(1) https://www.j-platpat.inpit.go.jp/web/all/top/BTmTopPage 

(2) http://appft.uspto.gov/netahtml/PTO/search-adv.html 
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第９章 人材育成プログラム 

 

９－１ 背景 

 

新潟市の新潟スカイプロジェクト(1）と呼応し、新潟大学に分野横断型の教育コース

を設定することは可能かどうかを検討した。大学教育の改革については、これまで

種々の努力がされており、現在も各部局で改革が検討されている。一方で、地方創生

のような新しい動きに対応し、新しく地域の人材育成の観点から教育内容の検討 

 

図９－１ スカイプロジェクトと人材育成 

 

 

を行い、その実施について学内の教育体制とのすり合わせを行う努力も必要であると

考えられる。そのための基盤は既に、新潟大学の教育システムの改革の一環として、

主専攻・副専攻プログラム(2）、分野・水準表示法(3)、GPA 制度(4）などが整備されてい

る。主専攻・副専攻プログラムは。従来の通常の大学教育を主専攻とし、これに加え

て意欲ある学生は、「特定の課題についての教育コース」（例えば GISリテラシー）を

並行して履修できる制度であり、主専攻プログラムで取得した学位に加え、副専攻プ
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ログラムを履修したことを大学が認証する。分野・水準表示法では全学の授業科目を

系統的にコード化し、内容や履修条件等を学生が検索でき、自分のキャリアに合った

科目選択が可能となっている。GPA制度では各学部が授業科目の点数（Grade Point）

を定めるが、その平均値を一定の方法で計算し、分野横断型に異なる学部等で履修し

た単位の成績の比較を可能とし、修得に必要な単位の計算を容易とした。 

 

９－２ 新潟スカイプロジェクト 

 

新潟スカイプロジェクトは、新潟市がイニシアティブを持ち、航空機産業の県内外

の関連企業の中で、新潟地域が果たす役割を含めて施策を進めている。平成 25 年度

に経済産業省の地域イノベーション戦略支援プログラムの中で、「NIIGATA SKY 

PROJECT創出エリア」(5）として採択され、新潟大学も推進協議会のメンバーとして産

学地域連携機構を通じ協力している。 

新潟県には、航空機産業の有力部品企業ジャムコの関連会社、新潟ジャムコ(村上

市)(6)や、IT 材料や光学・構造材料関連企業で、航空機の内装材料にも関わる有沢製

作所(上越市)(7)など先進的地場企業が存在し、さらに新潟市南区に市の支援で戦略的

共同工場が誕生し、７社が活動している。これらの企業は有能な人材を求め、新潟大

学もこれらの企業からの求人にどのように対応するかについて課題を持つ。 

 

９－３ 航空産業 

 

航空機産業はジャンボ機などの大型旅客機、三菱航空機の MRJなど中型旅客機、ホ

ンダジェット（HondaJet,ホンダエアクラフトカンパニー）などの小型ビジネス用機

などから無線操縦の産業用ヘリコプター（ヤマハ発動機）、さらには自動操縦無人飛

行機（UAS, unmanned aircraft system）、例えばドローンなどカバーする範囲の広い

産業で、多数の部品から構成された高度のシステムとして、自動車産業とともに裾野

の広い産業である。部品数は自動車の１００倍と言われる。炭素素材など最新の素材

が大幅に導入されるなど最新の材料をはじめ、新しい科学成果を積極的に取り入れて

いる。また、その市場としても、旅客・運輸分野、空撮・測量（リモートセンシング）

分野、農業・環境・防災分野など広範囲にわたり、日本の産業の国際市場への参入も

強化されている。県内に国際的に有力な航空機産業関連企業が現在、活動しているこ

とは心強いが、それのみでなく、新潟地域として、将来的にも特色ある部分を担える

ことになれば理想的といえる。例えば、「金属加工といえば燕・三条」というようなブ

ランドを獲得し、技術集積がなされるという方向への発展が望ましい。産業面や研究

面での成果の積み重ねを踏まえて、新しい新潟版航空産業集積体（部品産業集積体）

が生まれることは十分に期待できる。中長期的に航空産業の基盤の有力な一翼を新潟

地域が担ってゆくことを考慮に入れると人材育成は不可欠である。 
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９－４ 分野横断型教育プログラム 

 

大学教育は学生に知識や技術を与えるとともに、科学的思考法について訓練を行い、

かつコミュニケーション能力を身に着けて社会に送り出すことを目標とする。大学で

は基礎教育はアカデミックな視点から行い、さらに社会貢献の観点からのカリキュラ

ムを実施する方向で中長期的な改革を続けている。基礎学力を身に着けることは必須

であるが、同時に、比較的短期的な時代の変化に対応した教育内容を持つ、応用的な

教育を教育課程に加えることも大切と考えられる。 

新潟大学は専門ならびに教養教育を行う中で従来の縦割り教育を改革し、分野横断

型の教育を制度的に取り込む努力を行ってきた。一例が主専攻・副専攻プログラム(2）

である。これらを踏まえて、地域創生教育プログラムについて検討した。具体的な課

題として、学生に、航空機産業や、あるいは、もっと一般化して、システム集約産業

についての知識・技術、さらに全産業界での位置づけ、将来展望等について教育を行

うような副専攻プログラムのコースが可能かどうかを検討した。裾野の広い航空機産

業を軸にしたコースを考えることは有益な試みであると思われるが、さらに、このよ

うなコースにインターンシップ(8)を付加すれば、先進的地域産業の創出に寄与できる

人材の育成に貢献できよう。 

課題を一般化すれば、未来志向型の教育改革として、航空機産業関連を軸として、

未来志向型の先進的地場産業を見通した教育コースを設定した人材育成を行い、ひい

ては地域の知識・技術集積に寄与する。このことは、学生にとっても、地域にとって

も、そして大学にとっても有益だと考えられる。 

教育課程に取り込む方法として、単純な考え方は「先進的ないしは未来指向型の地

域創生コース」あるいは「航空機産業関連コース」を作ることであるが、現行の大学

の教育システムの中で位置づけられる現実的な案を検討する必要がある。具体的には、

現行の主専攻・副専攻プログラムとして位置づける案とともに、新たに計画されてい

る「創成学舎」、工学部で検討されている分野横断型の教育改革の対象にならないか

を検討した。 

 

９－５ 主専攻・副専攻プログラム 

 

 現在、２２ある副専攻プログラムの中に加えて、課題型プログラムとして「システ

ム集約産業」、「航空機産業」、「先端的地域創生」のような「テーマ」を設定し、そこ

で、航空機産業のような裾野の広い高度のシステムの上に成り立つ産業を踏まえて、

その考え方、要素的な専門知識や技術、さらに組み立て技術、システム技術、産業と

しての将来展望等を広範な基礎的知識とともに学ぶ。その中で地域に先端技術を基盤

とする産業基盤を構築する構想等について研究的な要素を含めて教育する。インター

ンシップ制度が利用できるならば、未来性を指向する地場産業（先端技術産業を担う

地場産業）でのインターンシップを含めることが可能であるが、インターンシップ提
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携先の企業の確保が課題であろう。 

これらの教育を通じて、地域と産業との協働、先端技術分野での地域創生等につい

ての視野を持つことが可能となると考えられる。課題としては、広範な科学の基礎知

識を複数の異なる主専攻（理系も文系も考えられる）に属する学生に与えるための授

業内容レベル設定、学内教員のみでなく、要素産業からシステム産業に至る学外の講

師を如何に獲得するか等がある。複合型教育コース出身の学生は、キャリアの当初に、

専門的知識の不足に悩む例もあり、それらを見通したカリキュラム設定を考慮する必

要があろう。 

 

 
図９－２ 先進的地域創生人材育成コース 

 

 

９－６ 創成学舎構想 

 

新潟大学で 2016年 4月から発足を検討されている「創成学舎」構想の一部として、

システム産業、地場産業／地域創生に関する領域を設定することも可能な選択肢と考

えられるが、この構想についての具体は現段階では公表されていないので、今後の課

題として残される。京大のシステムから連想すれば、一定の指向性を持った学生の志

願制によるコースで、分野横断的に選ばれた教官群により、研究面を加味した小人数
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学生教育をすることも可能かと思われる。その中で、いくつかのサンプルコースを設

定するとすればその中に未来志向型地場産業の今後の現状と、将来発展、その方向性

等を研究・教育するコースも選択肢の１つであると思われる。ただし、京大の例をみ

ると、教員の負担が大きく、旧帝大系のように、もともと教員の多い大学では可能で

あるが、新潟大学のような中規模大学（ただし、学生定員 1万人以上の規模の大学は

少ないという意味では規模は大きい）で如何に実現するかについては、検討が必要で

あろう。 

 

 

９－７ 大学院過程を含めた工学系の分野横断型教育改革 

 

 これまでの工学系の学部、大学院の主専攻教育プログラムの改革案が検討されてい

る。従来の主専攻プログラムの他に分離横断型主専攻を設け、縦割り教育体制の刷新

を図る試みである。 

 

９－８ 副専攻プログラムの検討 

 

創成学舎および工学部の教育改革については未定の部分もあるので、今回は副専攻

プログラム案について検討した。実際に申請する前にさらに検討を行い、1-2 年で実

現を目指したい。なお、教育プランについては大学内での協議、承認が必要となるの

で、以下は検討のための暫定案である。学生教育については卒業時の就職環境につい

ての予想も行う必要があるので、いくつかの段階を踏んだ大学内での検討が必要であ

る。 

暫定案  

名称 先進的地域創生人材育成コース 

 [概要] 近年、従来の大企業ではなく、先進的な技術を持つ中堅企業の活躍が見ら

れる。新潟地域では金属産業、電気電子産業とともに、航空機産業の部品産業が見ら

れる。地方の先進的企業では中軸となる技術以外に分野横断型の知識・技術が必要と

されるが、本コースでは裾野の広い航空機産業を念頭において、分野横断型の基礎知

識の修得を目指す。 

[ねらい] 裾野が広く、先進的科学技術の成果を応用することの多い航空機産業等、

先進的産業において主導的役割を果たす人材育成のために、分野横断型に科学技術・

特許・市場調査等についての基礎的知識を修得し、広い視野に立った科学的思考法を

体得するとともに、産業応用についての考え方を身につける。 

[到達目標] 

① 多数の部品からシステムを作り上げることに関する概念的理解。 

② 分野横断型の理工学知識を修得するとともに、これらの知識を組み合わせたシス

テムの設計・運用について理解を深める。 



84 

 

③ 技術情報の特許・市場調査・市場予測などについて、様々な産業分野における応

用例の学習を通じてその理解を深める。 

[認定条件および評価の方法] 

【各プログラム共通の認定条件】  

① 本副専攻プログラムの「入門科目」を、「第３年次末」までに履修し、その単位

を修得していること。 

② 卒業時の総修得単位数が、所属する学部の卒業要件単位数に「12単位」以上を加

えたものであること。 

③ 本副専攻プログラムが定めた授業科目から「24単位」以上を修得していること。 

④卒業時の全科目のＧＰＡが、「2.5」以上であること。 

【各プログラム独自の認定条件等】 

① 理学部、工学部、農学部の学生は全ての属性区分「Ｒ１」科目「６単位」を修得

すること。コア科目全体から「10単位」以上を修得すること。関連科目から「４

単位」以上を修得すること。 

② 人文学部、教育学部、法学部、経済学部の学生は全ての属性区分「Ｒ１」科目

「６単位」を修得すること。属性区分「Ｒ２」科目を「４単位」以上を修得する

こと。コア科目から「14単位」以上を修得すること。関連科目から「４単位」以

上を修得すること。 

③  最終年次に、必修科目「研究プロジェクト演習」を履修し、自主研究レポート

を作成しなければならない。本レポートをコース副専攻委員会に対して提出して

合格することにより副専攻が認められる。 

[授業科目リスト]（工学部科目、企業人による集中講義を検討中） 

入門科目としてシステム論／システム工学、動力機構／機械工学、材料、情報通信関

係、GIS/GPS、特許と技術経営、マーケティングなどに関連した科目が必要である。 

 

参考文献、註 

 

(1) 新潟スカイプロジェクト、”NIIGATA SKY PROJECT” 

http://www.city.niigata.lg.jp/business/kigyo/sokushinho/sky_project/ 

新潟市産業振興財団を通じた新潟市の航空機産業支援事業として H23 年より活動を開始、「貨物

無人飛行機の開発プロジェクト」、「共同工場の実現と支援（西蒲区のエンジン部品共同工場 JASPA

巻工場（4社）と南区の戦略的共同工場（7社））」、「MRO（maintenance, repair and overhaul）

事業の提案」等、部品製造から整備までの広範な視野を持って事業を行う。共同工場を運営する

母体として航空機産業クラスター「NSCA」（Niigata Sky Component Association）を結成・活動

を開始した。構成企業は柿崎機械（上越市）、佐渡精密(佐渡市)、新潟メタリコン工業（東区）、パ

ールライト工業(西蒲区)、丸菱電子(長岡市)、戸塚金属工業(燕市)、北日本非破壊検査（東区）。 

(2) 主専攻・副専攻プログラム http://www.niigata-u.ac.jp/education/10_education_010.html 

 学習成果を具体的に明示した主専攻プログラムと，幅広い学びを実現する副専攻プログラムが
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ある。詳しくは、http://www.iess.niigata-u.ac.jp/program/参照。副専攻プログラム一覧が掲載

されている。 

① 主専攻プログラム：新潟大学には学部が 9 つあり、学生はいずれかに所属し、各々の分野で学

習し、一定のカリキュラムを履修すると学位を得る。「学位」の質を保証し、学生が確かな学

習成果を得るため「主専攻プログラム」として綿密なカリキュラムを設定し、履修を支援する

システムである。主専攻プログラムは、全学部で合計 42 プログラムある。 

② 副専攻プログラム：新潟大学では「意欲ある学生」が複数の分野で体系的に学ぶことのできる

「副専攻制度」を全国の大学に先駆けて導入した。副専攻は、新大生の将来の可能性を広げる

ことが期待される。「主専攻＋副専攻」により、例えば「環境に詳しいエンジニア」や「科学

に詳しいジャーナリスト」など、各学生の個性に合わせ「なりたい自分」の実現をサポートす

る。副専攻プログラムは、「ＧＩＳ（地理情報システム）リテラシー」など全 22 プログラムが

ある。 

(3) 分野・水準表示法 http://www.niigata-u.ac.jp/education/10_education_020.html 

新潟大学では教育科目を自由に選択・履修できる「全学科目」という統一的な区分にまとめ、

総合大学である利点を生かし，自由に，多様な授業科目から選択して学ぶことができる。しか

し、学生が自分の希望にあった授業科目を見つけ出すことは容易でない。このため、新潟大学の

全ての授業科目に「分野と水準」を示すコードを付けることで，条件検索ができるシステムを確

立した。 

(4) GPA制度 http://www.eng.niigata-u.ac.jp/guide/keyword.html 

「米国において一般的に行われている学生の成績評価方法の一種。学生が履修した個々の授業

科目の評価に応じて GP (Grade Point)を与える。GPA とは、獲得したポイントの合計を履修した

総単位数で除した;１単位あたりの成績平均値である。GPA 制度の狙いは、卒業時の能力に照準を

合わせ、学生の学力の到達水準を明確にして、「学ぶ量ではなく、学ぶ質を問う」ことにある。GPA

制度では単位を修得した授業科目だけでなく、履修登録した全授業科目が成績評価の対象となる。

これは、選択した科目に対する履修責任を学生に問うものである。ただし、不合格となった科目

を再履修して GPを得れば、GPA を高めることができる。即ち、学生の自己責任が問われると同時

に自己努力が評価される仕組みになっている。」（新潟大学工学部／用語解説より） 

成績の基準として GPA（グレ－ド ポイント アベレ－ジ Grade Point Average の略）制度を導

入した。学生が履修登録した全授業科目の各々のグレードポイント（GP）に基づく１単位あたり

の成績の平均値である。GPは学部ごとに定められる。これを用いて副専攻プログラムでの学生の

履修条件に主専攻プログラムでの一定以上の成績を求めることができる。 

(5) NIIGATA SKYPROJECT イノベーション創出エリア 

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/25/07/1337205.htm  

平成 25年度に地域イノベーション戦略推進地域（２）研究機能・産業集積高度化地域に選定さ

れた４地域（地域の特性を活かしたイノベーションが期待でき、将来的に海外市場を獲得できる

ポテンシャルを有する地域）の１つとして採択。 

① 全体構想のテーマ名：航空機産業の国内生産体制の確立と次世代航空機産業の創出 

② 全体構想の概要：本地域では「第４期科学技術基本計画」におけるグリーンイノベーション
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の推進として、効率的航空機の生産実現のために、地域の金属加工技術と中小企業集積を活

かし、効率的な中小企業体による航空機部品の生産体制を構築する。また、新たな産業とし

て商用化が見込まれる、無人航空機の世界基準・規格開発を進める。これらの実現を産・官・

学・金で連携し、複合的な航空機産業の地域創出を目指すものである。 

③ 総合調整機関：公益財団法人新潟市産業振興財団 

(6) 株式会社 新潟ジャムコ http://www.niigata-jamco.co.jp/ 

 航空産業の有力部品企業であるジャムコの 100％子会社。ジャムコの内装品の多くを生産。 

(7) 有沢研究所 http://www.arisawa.co.jp/ 

1909年創業。FPC（フレキシブルプリント基板、flexible printed circuits）材料、光学材料、

電気絶縁材料、産業用構造材料など（パソコンや携帯電話などの電子材料、航空機内装用パネル

を始めとする産業構造材料、また電気絶縁材料）を製造販売。 

(8) 新潟大学インターンシップ（新潟大学キャリアセンターHPより） 

https://www.career-center.niigata-u.ac.jp/internship/ 

インターンシップを「学生が在学中に自らの専攻、将来のキャリアに関連した就業体験を行う

こと」と定義し、卒業後にどの会社・組織に就職しようか考える際、自分はどのように社会と関わ

っていきたいかという将来のキャリアプランを考えることを支援する。インターンシップを通し

て実際の職場に触れ、働き方を実地で学び、職業人として求められることを体感し、その後の学

生生活での履修内容や専門科目の勉強の意義について考え、目標を設定、自分の進路（キャリア）

について身近に考えることを目指す。 

新潟大学では、各学部で正規科目として行っているインターンシップの他、キャリアセンター

https://www.career-center.niigata-u.ac.jp/internship/long.php で平成 26 年度から有給の

「企業課題探究型 長期・有償型インターンシップ」を実施している。このインターンシップは、

大学主導の長期・有償型インターンシップ・プログラムで、その期間は研修も含めて半年以上に

およぶ。受入れ企業：株式会社広報しえん、三幸製菓株式会社、株式会社博進堂、アクシアルリテ

イリンググループ（原信・ナルス）。 
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第１０章 NIIGATA SKY PROJECTの今後の展開 

 

１０−１ 小型無人飛行機を取り巻く最近の動き 

 

日本では従来から農薬散布等農業目的の無人ヘリコプターが広く普及しており（平

成25年度で約2,600機）、海外展開も進行中である。2010年ころの世界の無人航空機の

マーケットは60億ドル程度と言われているが、日本の航空機産業全体の売上が約1兆

2000億円であることを考え合わせると、まだまだ発展途上のマーケットと言える。た

だし、すでにマーケット予測の項で述べたとおり、その伸びが有人の航空機に比べて

さらに大きいとされており、無人航空機が注目される理由のひとつである。現状での

無人航空機の用途は約89％が軍事用途、残り11％が民間用途であるが、今後、その民

間利用が飛躍的に拡大する可能性がある。 

 

１０−２ 無人飛行機の主なメーカーと用途の多様性 

 

世界的に見ると、主にホビー用のドローンを製造するParrot(仏)、DJI(中国)そし

て米国企業等が存在感を示している。日本でも1980年代から農薬散布用に無人航空機

を製造･販売するヤマハ発動機の他､災害対応や環境調査､測量等のための無人航空機

を製造･販売する新たな企業が出てきている。 

 

 

 

図10-1 無人飛行機の主なメーカー（出典：JUIDA定例セミナー資料 23.02.2016） 
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 １０−３ 市販されている小型無人機の性能マッピング 

 

図10-2は現在、市販されている小型無人機の性能を、移動距離と航続時間を軸にと

って比較したものである。図中で△で示されているのは固定翼型、◯で示されるのは

回転翼型であり、そのマークの大きさがペイロードを表す。 

ドローン（電動小型無人機）は、よりミッションオリエンテッドな機体を持ち、価

格面での競争が激しくなっていく可能性がある。機体の軽量化、高性能なバッテリー

を活用したペイロードの増加、滞空時間の伸長などが課題であるが、ホビーを中心に

オープンソースのフライトコントロールシステムも存在しており、用途に応じたアレ

ンジで差別化が図られている。 

一方、回転翼無人航空機（ヘリコプター）は狭い場所、複雑な地形などでのミッシ

ョンを前提としており、固定翼機やドローンでは対応できない用途（提供するサービ

スの内容）を見極めた上で、そのサービスの内容から導き出された最適な機体、エン

ジン設計がなされている。ヤマハ発動機の無人ヘリコプターは農薬散布前提にして設

計されており、先行投資を行うことで現在は世界トップクラスにある。 

固定翼無人航空機は回転翼機に比べてより速く、より遠くの目的地に到着し、ミッ

ションを遂行することができるが、短距離での離着陸性能など、使い勝手の向上など

が課題となっている。 

 

図 10-2 小型無人機の性能マッピング（Drone Industry Insights 社 HP より） 
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１０−４ 国内外における無人航空機に関する規制等の動き 

 

無人航空機が増えてくると今までの航空機等との干渉などに代表されるように、安

全性の確保という観点から新しいルールが必要となってくる。 

アメリカ連邦航空局 FAA（Federal Aviation Administration）は2015年2月に25kg

以下のドローンに対する規制案を公表した。これによれば、飛行可能な範囲は高度約

200m以下､昼間で目視範囲内とし、一般人の頭上飛行は禁止されている。また、操縦者

免許､機体登録制にも言及しており、25kg以上のホビー用ドローンの登録制度を開始

(2015年12月)するとともに、業務用も検討中である。 

一方、ヨーロッパではEASA(欧州航空安全機構)が2015年9月に欧州全体でのドロー

ン規制案を提案した。またICAO(国際民間航空機関)は2015年3月にガイドラインを発

表している。NASA(アメリカ航空宇宙局)はグーグルらと小型無人機の航空管制システ

ムの開発を始めた。 

国内ではドローンを含めた「ロボット革命」を実現するため、政府は「ロボット新

戦略」に基づき、様々な施策を進めている。2015年11月に安倍総理が「官民対話」第

2回会合（この会議には､アマゾン･ドットコムのポール･マイズナー副社長らが出席）

において「早ければ3年以内に小型無人機（ドローン）を使った荷物配送を可能にす

る」と発言したことにも象徴されるように、様々な分野におけるドローン活用に対す

期待が高まってきた。こうした中、同年12月に改正航空法が施行されたことから、日

本では「空を飛ぶロボット」である無人航空機については、「無人航空機元年」とも

呼ぶべき画期的な年となった。 

 

 

 

図10-3 空域の規定（出典：国土交通省） 
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図10-4 承認が必要となる飛行の方法（出典：国土交通省） 

 

さらに小型無人機の更なる安全確保に向けた制度の具体的な在り方や利用促進､技

術開発等の諸課題について協議を進めるための場として、官民協議会が立ち上がり、

2017年夏頃を目途に制度設計の方向性を取りまとめることになった。この官民協議会

では、安全な利用に向けたさらなるルール作りとして、①150m以下での有人機(ドク

ターヘリ、防災ヘリなど)との衝突防止策 ②無人機の操縦ライセンスの義務化 ③無

人機の安全審査の検討などを、また無人航空機活用に向けたロードマップの策定にあ

たり機体技術、運用技術、利用技術などが議論される予定である。 

一方、総務省は2018年夏までに関連する省令を改正して、24ギガヘルツ帯と57ギガ

ヘルツ帯をドローン用に新たに割り当て､その利用者には免許の取得も義務づける方

針である。免許制にすることで5kmほど離れても操縦や画像データの送信ができる高

出力の電波利用も可能となり、新しい電波利用への道が開けるものと期待されている。 

 

１０−５ 小型無人飛行機開発の方向性 

 

無人飛行機は､物流やインフラ維持管理など利活用の範囲がさらに拡大していくと

考えられ、今やロボット社会実装のフロントランナーとしての位置づけにある。ドロ

ーンは､比較的安価であること､モジュール化により迅速な開発が可能であること､操

縦が容易等の理由から､その開発と活用が活発化しているが、これを活かす環境づく

りが重要となってきた。 

無人飛行機の設計・製造に着目すると、そのバリューチェーンには機体設計、構造

部材製造、組み立てのみならず、制御、センサ、通信等の様々な技術が要求される。

また、無人航空機システムとして完結するだけでなく、データ通信のための地上装置

や衛星システムとの連接、サービス事業との連携等も必要である。機体の軽量化技術

やエネルギー密度の高い蓄電池など、コアとなる技術については、どの技術を握った

方が無人機のバリューを取っていくのか、今後注視して行かなくてはならない。 

無人飛行機の場合はものづくり（製造）もさることながら、それを使ってどういう

サービスを提供するかという点が重要である。無人機の設計・製造では安全性の確保

というところでボトムラインを設定するが、サービスという面からすれば他社と比較

してユーザの目的に照らしてほどよい性能を持ち、オペレータの技能によってどのよ
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うに性能を引き出せるかというところに、サービス事業としての差別化が生まれる。 

アメリカではFAAを中心にASTM(American Society for Testing and Materials)と

いう標準化団体でドローンに関する製造面での標準化が行われているが、他方で非常

時対応のドローンなどを政府調達する必要から、試験方法の開発と標準化も進んでい

る。これは民間企業がいろいろな機体を開発したとき、どうやって客観的に性能を比

較して調達に結びつけるかということを原点として試験方法を標準化しようとする

ものである。さらに、実際に現場で使われる際にどこまでの機能を引き出せるかとい

うところに着目し、トレーニング方法を標準化する動きもある。このように、今後の

産業利用の拡大には標準化という共通の物差しづくりが必要であると考えられる。 

単に滞空時間や飛行距離、ペイロードといった性能を誇示してもそれが本当に差別

化に繋がるのか。需要が見込める利用目的に対して、どのようなスペックが真に求め

られるのか、今後も十分な検討が必要であろう。 

 

１０−６ 航空機産業の集積に向けて 

 

新潟市は航空機産業の集積を図るべく、これまで多くの施策を企画立案し、それを

実施してきた。 

図10-5 に、航空機産業への参入を阻む様々な障壁を図示する。航空機産業には極

めて高い安全性への要求から業界独特の規律が存在している。一例を挙げれば、法に 

 

図 10-5 航空機産業を取り巻く独特な参入障壁 

（出典：日本機械学会東海支部第６３期総会・特別講演資料より） 
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基づく長期間の厳しい検査、国際的な品質管理基準、数十年の長きにわたるトレーサ

ビリティの確保などである。 

航空機の設計製造技術という面からすると、有人の航空機は多くの乗客や貨物を搭

載し、上昇下降に伴う気圧や温度の激しい変化に晒されながら高度空域では高速飛行

を行い、そして衝撃を伴う離着陸を繰り返すなど、過酷な環境下で長期間の運用を強

いられることから、「安全と信頼」がとりわけ重視される。さらに、快適かつ低燃費

での運航という課題も課せられており、解決すべき技術的課題は広範囲に及ぶ。航空

機産業に携わる研究者・技術者には、流体力学、制御・システム工学、構造・材料工

学、高速内燃機関・燃焼学、信頼・安全工学、そして情報通信技術など、多岐にわた

る専門技術と実践的な技術・技能の習得が求められる。 

一方、ビジネス展開の側面からすれば、航空機運航に必要な型式証明、事業場認定、

耐空証明とそれらを規定する規則などの体系的学習や品質管理、サプライチェーン・

マネジメント、プロジェクトマネージメントに関する実践的教育などが求められる。

またクロスカルチャーコミュニケーションに必須の語学力やリベラル・アーツなど

も欠かせない。 

このように、航空機の機体やエンジンに対する安全性・耐久性・耐衝撃性等への要

求に応えるだけの技術力を確保するにとどまらず、国際的な品質管理基準・認証取得

の困難さを乗り越え、業界独特のビジネス慣行など、立ちはだかる様々な障害を打破

して本格的な航空機産業の集積を進める上では、地域がこの多様な課題に積極的に取

り組み、技術ポテンシャルの向上を図るとともに、総合的・包括的に事業環境を整え

ていくことが必要である。 

本事業では産学官の連携のもと、UAS（無人飛行機システム）開発に関する調査研究

を行った。この過程で有人航空機の産業に欠かせない多様な要素技術や人材育成の基

盤が、新潟大学をはじめとする地域の大学と民間企業、そしてそれを核とした広域ネ

ットワークの中に揃っていること、また今後さらにその拡大と充実を図るポテンシャ

ルを有していることを示すことができた。 

NIIGATA SKY PROJECT のさらなる発展と、その究極の目標である航空機産業の集積

に向けて、この調査研究は大きな意義を持つものと思われる。 
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第 11章 調査事業のまとめと今後の展望 

 

11－１ まとめ 

 

序に述べたように、新潟市の NIIGATA SKY PROJECT を踏まえて、新潟市からの委託

を受けて、貨物輸送型無人機(カーゴ UAS)についての開発動向の調査、将来のマーケ

ット予測、このプロジェクトを踏まえた市民公開講座、人材育成構想等について調査

を行った。改めてご援助いただいた新潟市に謝意を表したい。 

市民公開講座については、「はやぶさ」衛星の打ち上げに関わった小笠原雅弘氏（NEC

航空宇宙）による「無人探査機を導く－スイングバイ、軌道投入、着陸」と題する講

演を、2015年 12月 24日、新潟大学ときめいと会議室（新潟駅南）において行い、さ

らに同氏による講演「宇宙へのいざない－夢を力に」および公開討論会「新潟から宇

宙へ！新潟の航空宇宙産業への期待」を 2016年 2 月 19日、新潟大学総合教育研究棟

B355において行った。これらの講演会および公開討論会は、新潟市の中高生、新潟大

学を始めとする大学生から市内の社会人までの広い層の航空宇宙産業への関心を高

めたと考えられる。特に若者が次世代を担う人材に成長することが期待される。 

 調査事業としては、本報告書に記したように、 

１． 無人航空機の開発動向について調査した（第 2 章、第 3 章）。NIIGATA SKY 

PROJECTとの関わりについては第 10章に述べた。 

２． カーゴ UASの市場予測を行った（第４章）。 

３． 着陸支援システム、電池システム、充電方法について調査を行った（第５章、

第 7章）。 

４． 一つの選択肢として回転翼無人機と無人飛行船の併用の可能性について調査

した。飛行船は母船や充電基地としての役割を持たせることも可能である（第

６章、第７章）。ここで検討する誘導・管制技術、着陸支援システム、動力供給

システム等は無人機に共通する技術課題である。 

５． 関連事案について特許出現状況の調査を行った（第８章）。 

６． 人材育成体制について検討を行った（第９章）。 

 

11－２ 調査事業の概要 

 

産業振興のためには、産業基盤を整えることが必須であるが、同時に地域での技術

蓄積も重要な要素である。企業レベルでの本格的な技術蓄積とともに、種々のレベル

で多層的な技術を蓄積することも必要であろう。航空機産業について考えると、この

意味では、無人飛行機は近年、世界的に注目を浴び、種々な機体やアプリケーション

の開発が進んでいるが、発展途上の技術であり、キャッチアップの可能性が大きい領

域である。現在の回転翼無人機は貨物輸送用としては、航続時間、貨物積載量、耐風
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能等に大きな限界を持つ。固定翼を有する無人機の開発が成功すれば、航続時間・貨

物積載量ともに現在の上限を超え実用化に拍車がかかることが期待される。また、動

力供給の面も重要であり、電池の充電あるいは交換技術のさらなる開発が期待される

（第 2章、第 3章、第５章、第 7章、第 10章）。 

もうひとつの課題は誘導・操縦法にある。現状では、GNSSの精度を上げるためには、

高コストの機器を組み込む必要があり、また気象条件の影響が大きい。特に、着陸の

際の誘導法にはいくつかの課題があり、種々の技術が開発中である。これらの課題を

踏まえると、飛行船と小型の無人機との連携システムも有力な選択肢の一つであると

考えられる。この点については、第 6章、第 7章に詳しく議論されている。 

無人飛行機は、多くの発展途上の技術から成り立っているので、特許情報の調査も

重要であり、第８章にまとめられている。今後に期待される市場についての調査は第

４章に述べられている。広い意味で、この分野を含む航空機産業、それに関連する部

品産業はすそ野の広い産業であり、今後の発展とともに多くの雇用が期待されるが、

地域での技術蓄積が重要な課題であり、これらの産業は新しい発展へ向けて多くの有

能な人材を必要とする。この分野における人材育成には、広い裾野を持つ分野の特性

から分野横断型の教育が必要と考えられ、このための教育計画について検討した（第

９章）。 

 

11－３ 今後の展望 

 

NIIGATA SKY PROJECT の社会的認知を進めるために、市民講座や公開討論会など社

会的周知活動をさらに進めることが必要と考えられる。特に青少年層の関心を惹起し、

将来この分野を支える人材が輩出する状況を作りだすことが望まれる。 

一方、新潟地域での先進技術の開発・蓄積が進み、好循環を伴ってブランド力が確

立、増強されることが望まれる。このためには、多くの面で技術開発が行われること

が必要であるが、その一つとして、比較的開発費の規模が小さい小型の無人飛行機の

開発への努力が挙げられる。小型の無人飛行機は、航続時間、貨物積載量、誘導・操

縦法、動力供給法等、多くの点について技術開発の余地が多い。NIIGATA SKY PROJECT

で開発支援を行っている UASもその有力候補であるが、それとともに、本報告書の第

6-7章に述べられている飛行船との連携システムも一つの特徴あるシステムである。 

今後、種々のファンドによる研究助成事業への応募を含めて、技術開発への努力が

必要であり、多くの面から重層的な技術の集積を行うことが重要である。その基盤と

なる人材育成については、教育現場での整合性を求めるために、さらなる検討が必要

であるが、これらの事業を進めてゆく中で、分野横断型教育が実を結ぶことが期待さ

れる。 

 

  



95 

 

第１２章 研究者一覧 

 

研究代表者 松原 幸夫 新潟大学産学地域連携推進機構教授 

研究分担者 間瀬 憲一 新潟大学名誉教授 

  嶽岡 悦雄 新潟大学産学地域連携推進機構特命教授 

  古山 直行 元 IHI エアロスペース、工学博士 

  宮田 敦久 新潟大学産学地域連携推進機構教授 

  川崎 一正 新潟大学工学部 機械システム工学科准教授 

  菅原 晃 新潟大学工学部 電気電子工学科准教授 

  小浦方 格 新潟大学産学地域連携推進機構准教授 

横山 淳 新潟大学産学地域連携推進機構産学官連携リサーチ 

コーディネーター 

長橋 徹 新潟大学産学地域連携推進機構地域連携推進 

コーディネーター 

研究協力者 板東 武彦 新潟大学名誉教授 

  上野 彰 NUTIC 常任理事 

  金井 利郎 金井度量衡（株）社長 

  吉田 雄一 金井度量衡（株）UAV 推進室長 

  村上 誠 NEC ソリューションイノベータ（株）統括マネージャー 

  権頭 敦則 NEC ソリューションイノベータ（株）統括マネージャー 

  皆川 利宣 （株）ベーシック新潟事業所副所長 

  佐藤 翔 新潟大学大学院医歯学総合研究科 

研究補助者 乙川 公孝 新潟大学理学部 

アドバイザ 小笠原雅弘 NEC 航空宇宙システム 

  勝亦 正晃 （株）翔エンジニアリング取締役 

 

 



96 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NIIGATA SKY PROJECTにおける UAS(無人飛行機ｼｽﾃﾑ)開発に関する産学官連携調査研究報告書 

 

 

発行日 平成 28年 3月 31 日 

発 行 新潟大学産学地域連携推進機構 

〒950-2181 新潟県新潟市五十嵐 2の町 8050番地 

TEL/FAX：025-262-7599 

E-mail  matubara@adm.niigata-u.ac.jp 

 

mailto:matubara@adm.niigata-u.ac.jp

